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めざす丹沢の未来（「 丹沢再生絵巻」から）   イラスト：中西のりこ 

 

 

 

 

 

 

 

「丹沢再生絵巻」 

 丹沢再生絵巻」は、丹沢大山の自然再生を、 かつての丹沢」、 丹沢で起きてきた

さまざまな問題」、 自然再生に向けた取り組み」、 めざす丹沢の未来」と、時系列別・

視覚的に学べる壁面イラストです。神奈川県立自然環境保全センター本館 1階に常設展

示しています。 

解説は同センターホームページからご覧いただけます。 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/f4y/01about/emaki.html 
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序章 

１ 丹沢大山の自然環境の特徴 

（１）豊かな自然環境 

  丹沢大山は、神奈川県の北西部に位置し、約４万ヘクタール余りのまとまりを有する

山塊です。ひとまとまりの森林地域として県内で最も広く、神奈川県の面積の約６分の

1を占めています。 

  丹沢大山の大部分は丹沢大山国定公園及び県立自然公園に指定され、県内最高地点の

蛭ヶ岳（標高 1,673 メートル）や古くから信仰の対象として親しまれてきた大山（標高

1,252 メートル）などの山々が連なり、山頂からは遠く南アルプスや、富士山、伊豆、

箱根などの山並み、相模湾沿岸から関東平野などを望むことができます。また、県内の

すべての市町村から、その山容を目にすることができます。 

都心からわずか 50 キロメートルしか離れていないにもかかわらず、ブナやモミの原生

林、ニホンカモシカ、ニホンジカ（以下、シカという。）やツキノワグマなどの大型野生

動物、丹沢固有の希少な動植物、多くの滝を有する深い渓谷など、豊かな自然が数多く

残る ふるさとの山」です。 

 

（２）丹沢大山と県民生活との関わり 

丹沢大山は、神奈川県内の上水道の約９割を賄う相模川水系と酒匂川水系の源流域に

あたるなど、県内の主要河川の水源地域であり、上水道や農業用水の水源地として重要

な役割を果たしています。 

  丹沢の山並みからの眺望や豊かな自然環境を求めて首都圏等から年間約 50 万人の登山

者が訪れるほか、観光など、多くの人々が丹沢大山を訪れています。 

  概ね標高 300～800「ｍの範囲では、木材を生産するため、スギやヒノキの人工林を中

心に林業活動が行われており、それらの多くは戦後に植えられたものです。こうした人

工林が造成される以前には、薪や炭の材料などを得るための雑木林（広葉樹林）や草地

（萱場）などとして地域住民に広く利用されていました。 

  山麓では、農林業の生産活動や薪炭資源の場、人々の日常生活の場として、農地や山

林と集落が一体となった里地里山が長い時間をかけて形成され、これまでに棚田、茶畑

や果樹園などで農作物の生産が行われています。 

  野生鳥獣と人との関わりでは、丹沢山地の主稜線部を中心に約２万ヘクタールの鳥獣

保護区が指定され、捕獲禁止などを通じた鳥獣の保護が行われている一方で、周辺部で

は、市町村が管理運営する猟区などにおいて、定められたルールのもとで狩猟が行われ

ています。 

  急峻な地形等の影響もあり、これまでに幾度も自然災害が発生しました。関東大震災

で発生した多くの崩壊地により、流出土砂が谷を埋め、河床の上昇で水害が発生しやす

くなり、水道、道路、鉄道等のインフラに重大な危機となり、治山事業等により荒廃し

た山の復旧が進められました。近年の被害箇所では今も森林への復旧が続いています。 
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２ 計画策定の経緯 

（１）計画策定の経緯 

   1980 年代から、丹沢山地の生態系に大きな異変が起こり始め、広範囲にわたるブナ

等の立ち枯れや林床植生の衰退、シカの生息数の増加などが進み、特に主稜線部の自

然林における自然環境の劣化が目立ち始めました。 

神奈川県では、1999（平成 11）年３月に 丹沢大山保全計画」を策定し、丹沢山地

のかけがえのない自然環境を守るため様々な対策を講じましたが、自然環境の劣化に

歯止めをかけるには至りませんでした。そこで、さらなる対策を検討していくため

に、県民、NPO、学識者、企業、行政など多様な主体により丹沢大山総合調査実行委員

会（以下 実行委員会」という。）が組織され、2004（平成 16）年度から 2005（平成

17）年度の２か年をかけて 丹沢大山総合調査」(以下 総合調査」という。)が実施

されました。 

この調査では、 丹沢大山の自然環境の劣化は、人間の様々な営みが累積的かつ複雑

に絡み合って引き起こされている」ということが明らかにされました。実行委員会で

は、丹沢大山における諸課題を解決するためには、 保全対策の強化に加えて、統合的

かつ戦略的な自然再生を実行する必要がある」との認識から、自然再生の基本方向と

新たな仕組みを示した 丹沢大山自然再生基本構想」(以下 基本構想」という。)を

2006（平成 18）年度に取りまとめ、神奈川県に提言しました。 

実行委員会からの提言を受けて、神奈川県では、これまでに進めてきた丹沢大山の

自然を 保全」するという観点だけでなく、失われた自然環境を取り戻すという 自

然再生」という視点から、基本構想に基づき 丹沢大山自然再生計画」（以下 自然再

生計画」という。）を 2007（平成 19）年３月に策定しました。 

この計画では、基本構想で示された 奥山域」 山地域」 里山域」 渓流域」の４つ

の景観域*1 ごとに自然再生の目標を設定し、景観域特有の課題と景観域共通の課題を

整理した８つの特定課題*1（ Ⅰブナ林の再生」 Ⅱ人工林の再生」 Ⅲ地域の再生」

 Ⅳ渓流生態系の再生」 Ⅴシカ等野生動物の保護管理」 Ⅵ希少動植物の保全」 Ⅶ外

来種の監視と防除」 Ⅷ自然公園の利用のあり方」）に取り組むための事業を位置付け

て実施するとともに、自然環境の状態をモニタリングし、柔軟に事業の見直しを行う

 順応的管理」の仕組みを取り入れています。 

また、企業、学識者、活動団体など多様な主体からなる 丹沢大山自然再生委員会

（以下 自然再生委員会」という。）」*2 が、PDCA サイクルに基づき、こうした事業の

進捗や効果などを点検・評価しています。 

 

*1「「景観域及び特定課題の名称は第４期自然再生計画における名称(以降同じ)。 里山域」は第５

期自然再生計画から 山麓域」と呼称する（後述）。 

  *2「「企業、学識者、活動団体、行政など多様な主体が構成員となり、丹沢大山の自然環境の保全と

再生を推進するため、必要となる事項の協議（自然再生事業の点検・評価、助言等）を行うとと

もに、自然再生事業の広報・普及啓発事業などの事業を実施することを目的として、2006（平成

18）年 10月 24 日に設立された。 
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図 丹沢大山の４つの景観域 

 

 

 

 

  

奥山域 山地域 里山域（山麓域） 渓流域 

 

表 ８つの特定課題と第４期自然再生計画までの主な取組 

特定課題 第４期自然再生計画までの主な取組 

景
観
域
に
特
有
の
課
題 

ブナ林の再生 
（奥山域） 

ブナ林が衰退する仕組みを解明し、その成果をもとに植生保護柵の設

置などの、統合的なブナ林の再生事業等に取り組んだ。 

人工林の再生 
（山地域） 

土壌保全対策や、林道から遠い人工林において、混交林化に向けて間

伐等の森林整備を行った。 

地域の再生 
（里山域・山麓域） 

市町村や丹沢大山自然再生委員会と連携し、里山保全活動など身近な

自然再生の取組を支援した。 

渓流生態系の再生 
（渓流域） 

「渓畔林整備の手引き」（2017（平成 29）年 3月発行）等を活用し渓畔

林の保全に取り組んだ。 

景
観
域
に
共
通
す
る
課
題 

シカ等野生動物の保
護管理 

猟犬を用いた巻狩り（組猟）や小人数による高標高の山稜部でのシカ

の管理捕獲を行ったほか、森林整備とシカ管理との連携を進めた。 

希少動植物の保全 植生保護柵等によりシカの影響で衰退した希少植物の保全や、絶滅の

恐れがあるシダ植物のヤシャイノデの保全を進めた。 

外来種の監視と防除 丹沢産の広葉樹等の苗木の生産等により在来植物による緑化を進め

た。アメリカザリガニ釣りを通じた外来種問題の普及啓発を進めた。 

自然公園の利用のあ
りかた 

関係団体と連携し、環境配慮型トイレの設置や維持管理や、リーフレ

ットによる自然公園利用のルールやマナーの普及啓発に取り組んだ。 

取組を推進するための 
協働・普及啓発 

植樹活動や登山道補修など、ＮＰＯ、ボランティア等との協働を進め

たほか、ＳＮＳやホームページを活用した情報発信に取り組んだ。 

渓流域 
３つの景観域を上流から下流までつ

なぐエリア。渓流及びその周辺地。 
上限：常水のある沢 
下限：ダム湖上流及び里地里山 

奥山域 
概ね標高 800ｍ以上のエリア。 

ブナ林などの自然林。 

  

山地域 
概ね標高 300ｍ～800ｍのエリア。 

落葉広葉樹二次林と人工林。 

  

里山域（山麓域） 
概ね標高 300ｍ以下のエリア。 

山麓集落と周辺の森林や農地。 
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（２）第１期自然再生計画策定後の関連施策の動向 

  ア 水源環境保全・再生施策など森林関係の施策 

    県民が必要とする良質な水を、将来にわたって安定的に確保するため、2007（平

成 19）年度から 水源環境保全税（個人県民税の超過課税）」を導入し、丹沢大山

を含む森林の保全・再生など、水源環境の保全・再生に取り組んできました。ま

た、2019（令和元）年度からは森林環境譲与税により市町村が行う森林整備等への

支援が行われています。 

 

  イ かながわ生物多様性計画 2024-2030 など生物多様性保全に係る施策 

    生物多様性保全に関する国際的な動向を踏まえ、生物多様性基本法に基づく生物

多様性地域戦略として、2024（令和６）年３月に かながわ生物多様性計画 2024-

2030」が策定され取組が始まったほか、神奈川県レッドデータブックの更新など、

自然環境に係る取組が進みました。 

 

３ 自然再生の基本的な考え方 

（１）自然再生の定義と手法 

本計画において 自然再生」とは、丹沢大山の失われた自然環境を取り戻すことを

目的として、 地域社会の基盤でもある生態系等の回復や生物多様性の保全を図り、次

世代に向けその健全な状態を保全し続けていくこと」と定義します。 

自然再生の取組においては、次表の受動的・能動的・活用的の３つの手法により、

適切に使い分け、または組み合わせて再生を図ります。 

 

３つの自然再生手法の優先度については、可能な限り自然の復元力や潜在力にゆだ

ねて自律的な自然の回復を目指す 受動的手法」を優先します。なお、生物多様性基

本法に基づく 生物多様家国家戦略 2023-2030」や、 かながわ生物多様性計画 2024-

2030」では、ネイチャーポジティブ（自然再興）の実現に向け目標を掲げています。

本計画においても、ネイチャーポジティブ実現のために、これらの戦略や計画の趣旨

を踏まえて取り組む必要があります。 
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（２）自然再生の基本原則 

   丹沢大山の自然再生においては、①流域一貫、②統合的管理、③順応的管理、④参

加型管理、⑤景観域を単位とした管理、⑥情報公開の６つの基本原則に従って、地域

の多様な主体の参加・連携により、合意形成を図りながら実施します。 

 

表 基本構想で提案された自然再生の原則 

流域一貫の原則 
山から河川を経て海へとつながる流域単位で現状把握を行い、流域を一

貫として捉えた循環系として管理を行う。 

統合的管理の原則 
従来のような事業実施主体ごとの縦割り的な区分ではなく、横断的な主

体により全体のマネジメントを行う。 

順応的管理の原則 
事業の実施結果をモニタリングし、それに基づき計画や事業内容の評

価、検証を、客観性・柔軟性を持って確実に進める。 

参加型管理の原則 
利害関係のある人々が直接的・間接的に係わり、多様な主体の自主的な

参加により自然再生を進める。 

景観域を単位とした 

管理の原則 

対象地域をいくつかの特徴的な景観に分けて、それぞれの領域の取組を

示し、それらを統合することで全体の再生を図る。 

情報公開の原則 
丹沢大山の自然再生を進める、住民、ＮＰＯ、行政、農林業者、研究者

などが十分に意思疎通するため、情報を共有化する。 
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第 1 章 第５期自然再生計画の基本的事項 

１ 目的 

（１）計画策定の目的 

   本計画では、丹沢大山の自然再生の目標に向けて、統合的な自然再生を実行するこ

とにより丹沢大山が抱える問題の解決を図ることを目的とします。 

自然再生委員会の点検・評価を受けながら進めてきた第４期自然再生計画までの取

組により、ブナ林再生の方向性が明らかとなるなど、一定の成果は得られましたが、

基本構想に示された景観域ごとの自然再生の目標は未だ達成されていない状況です。 

そこで、時間がかかる自然再生に長期的に取り組むため、これまでの景観域ごとの

自然再生の目標を引き継ぎ、第５期自然再生計画を策定して、取組をさらに進めてい

きます。 

 

（２）自然再生の目標 

第１期自然再生計画の始期である 2007（平成 19）年から数十年後の丹沢大山の再生

目標を、 人も自然もいきいきとした丹沢大山」とします。 

具体的には 豊かな生物や水・土をはじめとする物質循環が健全に保たれた環境

を、丹沢大山の復元力と人の新たな技術により取り戻すことで豊かな地域を再生し、

次世代へ引き継ぐこと」とします。 

   また、標高に応じた自然環境の違いなど、多様な環境要素を踏まえて、景観域ごと

の自然再生の目標とめざす姿を次のとおりとします。 

 

 ※ 山麓域」について：基本構想及び第４期自然再生計画では 里山域」と呼称していま 

したが、標高帯に着目し、本計画では景観域を 山麓域」と呼称することとします。 

山麓域 
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２ 計画の位置づけと県の関連計画との関わり 

本計画は、本県の総合計画である 新かながわグランドデザイン」及び生物多様性基

本法に基づく県戦略である かながわ生物多様性計画 2024-2030」等に基づき、丹沢大

山の自然再生に関する施策の総合的な推進を図るための神奈川県の実行計画です。 

また、 第Ⅰ期かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画（2027-2031）」のほか、

 神奈川県ニホンジカ管理計画」を始めとする特定鳥獣管理計画、 神奈川県アライグマ

防除実施計画」、 かながわ里地里山保全等促進指針」、 神奈川地域森林計画」や山麓地

域の市町村が取り組む生物多様性地域戦略などの施策とも連携を図っていきます。 

 

 

３ 対象区域 

  ４市３町１村（相模原市緑区津久井地区・秦野市・厚木市・伊勢原市・松田町・山北

町・愛川町・清川村）の市街化区域を除くエリア(66,388ha)「 

 

  丹沢大山が抱える自然環境

問題への対策として、丹沢大

山国定公園及び県立丹沢大山

自然公園の区域を中心として

取組を実施しますが、山の麓

などで行われている里地里山

の保全活動や鳥獣による農業

被害対策等も丹沢大山の自然

再生に関連することから、こ

れらの対策が実施される地域

も含めることとします。   
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図  計画の対象区域 
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４ 計画期間 

  2027～2031（令和９～13）年度までの５年間とします。 

 

５ 計画推進の基本的な考え方 

（１）これまでに成果の得られた取組の着実な推進 

   ブナ林の再生やシカ管理、土壌保全対策等、これまでの取組により一定の成果の得

られた事業については、対策が必要な箇所の精査やモニタリングを行いつつ、事業を

継続し、丹沢大山全域で成果が見られることを目指します。 

 

（２）事業体系の統合化 

   第４期自然再生計画までは、基本構想で提言された８つの特定課題により構成事業

を体系化していましたが、設定した自然再生の目標に対して、より分かりやすく、統

合的に事業を推進し、進捗状況の評価を行うため、４つの景観域を基本とした事業体

系に再編します。 

 

 
 

 

（３）水源環境保全・再生施策との連携 

   2027（令和９）年度から始まる 第Ⅰ期かながわ水源環境保全・再生実行５か年計

画（2027-2031）」では、シカ管理による林床植生の衰退防止やブナ林等森林生態系の

モニタリング、登山道付近や高標高域人工林などにおける土壌保全対策など本計画上

の主要な事業が、 水源環境の公益的機能を維持・発揮するために必要な取組」や 水

源環境保全・再生を支える取組」として位置付けられ、 NbS（Nature-based「
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Solutions 自然に根ざした社会課題の解決策）の取組として、生物多様性の保全など

にも寄与することができる施策を推進する」とされています。このため、モニタリン

グ結果の共有や科学的知見の提供等を通じて引き続き連携し、森林の保全・再生など

の共通する取組を推進します。 

 

（４）県民との連携・協働の取組の強化  

   山麓域など、身近な自然の再生の取組について、それぞれの地域で活動している多

様な主体と連携し、支援を行います。 

   また、自然再生委員会や団体等と連携・協働して行う登山道維持管理補修、山ごみ

対策、希少種・外来生物等に係る情報収集や自然再生の取組に係る活動報告会の開催

など、これまでに実施してきた県民連携・協働を進めるほか、特に自然と関わりを持

つ機会が少ない県民への情報発信を強化し、環境学習の機会や場を提供するなど、普

及啓発に取り組みます。 

 

（５）丹沢大山の周辺地域等との連携 

   本計画における課題にはブナ林の保全再生に代表される丹沢大山に固有の問題のほ

かに、土壌保全対策、森林資源の活用による持続的な森林管理や、地域住民等による

鳥獣被害対策や里地里山の保全活動の推進など、周辺地域とも共通する課題がありま

す。これら共通する課題については、関係市町村や国等の機関と連携し、ＮＰＯ、学

識者、企業など多様な主体と取組を進めます。 

 

（６）新たな課題への対応 

    生物多様性国家戦略 2023-2030」では、世界の動向や我が国における生物多様性

の危機への対応としてネイチャーポジティブ（自然再興）の実現に向けたロードマッ

プが示されており、その基本戦略の一つとして、人と自然の適切な距離を確保しつ

つ、自然を持続可能に活用し、多様な社会課題の解決を図るという NbS（Nature-

based「Solutions）が位置付けられています。 

本計画においても、気候変動に伴う自然災害の頻発化・激甚化（防災・減災）や、

鳥獣被害、人口減少等の新たな課題に対応するために NbS の視点で取組を進めます。 

また、取組にあたっては自然情報の収集等に関するデジタル技術も活用し、人材育

成や資金なども含めた持続可能な自然再生の進め方について県民や関係団体、学識経

験者、関係市町村等と議論し、知見を共有します。 
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６ 推進体制 

  自然再生計画の推進に当たって、学識者や活動団体、企業など多様な主体からなる

 自然再生委員会」が、本計画に位置付けられた事業について点検・評価を行います。 

また、神奈川県庁内の横断的な組織である 丹沢大山自然再生推進本部」において、

本計画の事業状況を進捗管理して、関係部局が連携を図りながら計画を推進します。 

この上で、PDCA サイクルにより、自然再生委員会による事業の点検・評価結果を受

け、概ね５か年ごとに順応的に計画を見直します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【丹沢大山自然再生委員会】 

2004（平成 16）年度から 丹沢大山総合調査」を実施した 丹沢大山総合調査実行委員会」を引き継

ぐ形で、2006（平成 18）年 10月 24 日に設立されました。丹沢大山自然再生委員会は、企業、学識経験

者、団体、行政など多様な主体が構成員となり、自然再生事業の点検・評価・助言等や自然再生事業の

広報・普及啓発を図っています。神奈川県も自然再生委

員会の一員として参加しています。自然再生委員会に

は、次の３つの専門部会が置かれています。 

 事業計画・評価専門部会」・・・事業の点検･評価、情

報蓄積の検討等を行う。 

 県民事業専門部会」・・・自然再生事業の広報、県民

協働事業の実施等の検討を行う。 

 調査専門部会」・・・自然再生事業に係る調査の企画

及び調査を行う。 
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【ブナ林の再生に向けた取組】 

ブナ林の衰退原因については、当初、大気汚染やシカの影響、大発生

したブナハバチによる影響など、様々な要因が考えられていましたが、

丹沢大山自然再生計画策定までの調査研究により、オゾン、水ストレス

（乾燥）、ブナハバチを主な衰退要因（複合的な要因）として絞り込み、

関係するモニタリングの手法を検討、実施し、大学や複数の県研究機関

と連携し、ブナ林が衰退する仕組みの解明、ブナ林の保全・再生技術の

開発などに取り組んできました。これらの研究の成果をもとに、ブナ林

再生事業の進め方を体系的に整理し、関係者間で広く認識を共有するた

めに作成した技術指針が 丹沢ブナ林再生指針」（2016（平成 28）年度作

成）です。丹沢ブナ林再生指針を参考に、丹沢山や檜洞丸周辺などを特

に優先して、植生保護柵等の設置による土壌保全対策、森林再生試験、

シカ捕獲などの対策を行うとともに、ブナハバ

チや、オゾン、気温・風速といった大気・気象

のモニタリングを進めてきました。 

これらの対策により拡大していた森林の草地

化は歯止めがかかり、低木による森林化が始ま

っているところもあります。また、強風に曝さ

れることでブナへのオゾンの影響がより増大す

ることや、土壌の湿り具合とブナハバチ大発生

とに関係性がある可能性などが明らかになって

います。ブナ林の保全は、より実践的な段階に

移行しており、関係機関と連携し、これまでの

対策を継続するとともに、ブナ林以外の植生も

含めてモニタリングを継続していきます。 

 

【利用が多い登山道周辺等における植生保護の取組】 

 県では、2021（令和３）～2023（令和５）年度にかけて、主要な登山道の 36箇所に設置した登山者

カウンターによる入山者調査を行い、大山、丹沢山、塔ノ岳といった主要な 12座の登頂者の合計は年

間で延べ約 50万３千人と推定しました。総合調査など、

これまでの調査ではボランティア等の調査員が主な山頂で

登山者をカウントする等の方法で調査していましたが、よ

り正確に丹沢大山全体の利用実態を把握することができ、

特に一部の登山道に利用が集中する傾向が明らかになりま

した。 

 特に利用が多い登山道を中心に、登山道周辺の植生を保

護するため、構造階段や木道の設置を進めており、植生保

護に大きな効果があることが確認されています。 

 

 
気象やブナハバチのモニタリングと植生保護柵等に
よる土壌保全対策、シカ管理を実施 
（菰釣山付近 2026 年 5 月） 

 
植生保護柵（右）と構造階段（左） 
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第２章 第５期自然再生計画における取組 

１ 奥山域における取組 

（１）これまでの主な取組と成果 

・ブナ林の衰退実態の解明から、衰退する仕組みの解明、再生技術の開発、事業連携によ

る再生事業の開始へと段階的に研究と対策を進め、得られた研究成果は 丹沢ブナ林再

生指針」（2016（平成 28）年度作成）や 自然環境保全センター報告 18 号（ブナ特集

号）」（2024（令和６）年 1月発行）により公表しました。 

・巻狩り（組猟）によるシカ捕獲が困難な高標高の山稜部で、ワイルドライフレンジャー

が中心となり忍び捕獲等の単独捕獲を実施し、捕獲に係る技術・知見を蓄積しました。 

・巻狩りや単独捕獲によるシカ捕獲を継続したことで、奥山域のシカの高密度生息地は減

少し、一部で林床植生の回復や稚樹等の成長が見られるようになりました。 

・登山者が集中する登山道の利用状況を把握するため、主要な登山道沿いの 36 箇所に登

山者カウンターを設置し、大山、丹沢山、塔ノ岳といった主要 12 座に登頂した登山者

数が年間延べ約 50 万人であることが分かりました。 

・植生保護柵の設置に加え、登山道沿いでの登山者の踏圧等により土壌流出が発生してい

る場所に木道や構造階段等を設置したことで、登山道とその周辺の植生が回復し土壌保

全につながりました。 

・山岳団体等４団体と登山道維持管理補修協定を締結し、県が管理する７路線の登山道で

県民協働による登山道補修等を実施したほか、かながわパークレンジャーと神奈川県自

然公園指導員が主要な登山道を巡視し、荒廃状況を把握して、きめ細やかな登山道の維

持補修を継続したことで、踏圧による植生の後退や土壌流出の防止を図ることができま

した。 

・山岳地に対応した環境負荷の少ないし尿処理方式を備えた環境配慮型山岳公衆トイレを

これまでに 16 箇所で設置しました。県、市のほか、 丹沢大山国定公園公衆トイレ運営

委員会」（県・山小屋で構成）が維持管理を行い、一部のトイレでは利用者に協力金

（チップ）の負担を求めました。 

 

（２）課題 

・ブナ等自然林の再生には数十年から百年単位の時間がかかるため、シカ管理や植生保

護柵などの効果が見られた対策と、ブナ林の再生状況やブナハバチ等のモニタリング

に継続して取り組む必要があります。 

・奥山域において多様な生態系を保全するためには、モミ林や高標高の人工林など、ブ

ナ林以外でも森林生態系のモニタリングを行い、また気候変動等の把握が必要です。 

・西丹沢等県境部ではシカの採食に加え、数十年から百数十年に一度といわれるスズタ

ケの一斉開花枯死により林床植生が衰退していることなどから、国有林や近隣自治体

と連携した林床植生の保全・再生対策が必要です。 

・山岳公衆トイレの継続的な維持管理と必要箇所への環境配慮型トイレの設置が必要で
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す。 

（３）短期的な目標（５～10 年後） 

  捕獲や植生保護柵によるシカの影響を軽減する取組とモニタリングを継続すること

で、多様な生態系を保全し、公益的機能の高い森林を目指します。当面は、ニシキウツ

ギ等の小高木・低木種が成長し、一部でブナなどの高木種の成長がみられる状態を目指

します。 

 

（４）主要施策とその構成事業 

主要施策とその構成事業 

(1)ブナ林等自然林の保全・再生対策 

①ブナ林（奥山域自然林）の保全・再生対策 

  ブナ林再生指針に基づく各種再生対策を推進し、ブナ林の衰退により生じた草

地における森林再生モニタリングを継続して行うほか、ブナハバチが低密度状

態を維持するのに必要となる環境条件の検証を行う。 

②林床植生衰退地等での土壌保全対策の実施 

 面的な植生回復・土壌保全を図るため、植生保護柵などの土壌保全工を必要な

箇所に設置するとともに、既存施設の維持管理・更新を行う。 

③国有林や近隣自治体と連携した保全・再生対策の実施・検討 

 国有林や近隣自治体と連携した保全・再生対策の現地研修会や検討を行う。 

(2)シカの管理及び影響対策 

 ①奥山域におけるシカの管理捕獲 

  シカ生息密度低減（または低密度維持）のためのシカ管理捕獲を行う。 

 ②植生保護柵等の効果的設置と維持管理 

土壌保全対策として、植生保護柵等の設置や既存施設の維持管理等を行う。 

(3) 登山等の自然公園利用に伴う環境への影響対策 

 ①登山道等の整備・維持管理 

 計画的な登山道整備・維持管理及び周辺の土壌保全対策を行うほか、団体等の

協働(登山道維持管理補修協定)による登山道の補修活動を継続する。 

②環境配慮型山岳公衆トイレの整備・維持管理 

 必要箇所へ環境配慮型山岳公衆トイレを整備するとともに、利用者にチップの

協力を求めるなどにより適切な維持管理を行う。 

(4) 奥山域における森林生態系モニタリング 

①森林生態系のモニタリングの実施 

 奥山域のブナ林やモミ林、高標高人工林等において、下層植生に加え、森林の

樹種構成と成長量、及び希少種のモニタリングを実施する。 

②奥山域の大気・気象等のモニタリング  

森林生態系の基盤情報である大気・気象等の観測を継続する。 
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２ 山地域における取組 

（１）これまでの主な取組と成果 

・林道から遠い人工林等において広葉樹との混交林化を目指して間伐等森林整備を進め

てきた結果、林内の光環境が改善し、広葉樹の稚樹の発生や成長が促進され、シカの

不嗜好性植物が中心ではあるものの、林床植生が増加し、土壌保全が図られました。 

・林道から近い人工林では間伐等を行い、健全な人工林を育成するとともに、間伐材の

搬出を行い、様々な形で かながわ県産木材」の活用が広がりました。 

・森林整備と連携してシカ管理を行い、一部地域で林床植生が回復する等、取組の効果

が見られました。森林整備と、より一体的なシカ捕獲を行うため、県有林において森

林管理者によるシカの捕獲を試行し、実施にあたっての課題を検討しました。 

・人工林の林床植生のモニタリングから、人工林における広葉樹の混交状況とシカの生

息状況として、林床植生の植被率は増加しているもののシカの不嗜好性種が多く、木

本の場合で樹高は４ｍ以下であることや、自動撮影カメラにより撮影された動物はシ

カが最も多いことなどを把握しました。 

・対照流域法による森林モニタリングにより、森林整備やシカ対策によって林床植生が

大幅に増加すると水の濁りが減少する傾向が見えてきました。 

・林道の法面工事等の実施にあたって、必要箇所で、専門家の助言を仰ぎ希少種への配

慮を行いました。 

 

（２）課題 

・林道から遠い人工林においては、引き続き、混交林化や自然林化を図りながら土壌保

全対策を推進し、公益的機能を重視した森林整備を実施する必要があります。 

・林道に近い人工林では、 かながわ県産木材」の有効活用を促進し、生物多様性や林

地保全に配慮した伐採木の搬出に取り組むとともに、人工林の林齢が高齢級に偏って

いることから、超長期にわたり良好な水源環境を安定的に維持していくためには、植

替えにより森林の世代交代を段階的に進め、林齢構成の多様化を図っていく必要があ

ります。 

・広葉樹二次林では、カシノナガキクイムシによるナラ枯れや、シカの採食影響による

林床植生の衰退が起きていることから、モミ林等自然林を含めて、森林の保全・再生

対策が必要です。 

・森林の作業だけでなく自然再生の各種取組を進めるうえでも必要な林道に対して、車

両通行の安全確保のため、法面の保護や落石対策を進め、老朽化した林道施設の長寿

命化等を進める必要があります。 

・依然としてシカの密度が高いところもあり、効果的な捕獲手法の検討に加え、森林整

備地での植生保護柵の設置やシカ捕獲など、森林整備と一体的なシカ管理を進め、森

林整備の効果を高めるために森林管理者によるシカ捕獲を段階的に実施する必要があ

ります。 
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（３）短期的な目標（５～10 年後） 

  森林整備とシカ管理に一体的に取り組み、林道から近い人工林では、生物多様性の保

全等の公益的機能に配慮しながら適地で植替えを行い、段階的に林齢構成の多様化が進

んだ状態を目指し、また、自然林や林道から遠い人工林では土壌保全対策やスギ・ヒノ

キと広葉樹との混交林化等により下層植生が回復した森林を目指します。 

  

（４）主要施策とその構成事業 

主要施策とその構成事業 

(1)地域特性に応じた森林整備の推進 

①人工林の混交林等への誘導 

 林道から遠いなど採算性の低い地域において、土壌保全対策及びスギ・ヒノキ

と広葉樹との混交林化等、公益的機能を重視した森林整備を行う。 

②森林資源の持続的な利用を図る人工林の整備・活用 

 林道から近い人工林では、間伐を継続的に実施するとともに、主伐に適した箇

所では、水源かん養に加えて、生物多様性の保全等の公益的機能を損なわない

よう配慮しながら植替えを行い、その後の下刈りなどの森林整備も進めてい

く。また、林地保全に配慮した伐採木の搬出に取り組む。 

③山地域自然林（広葉樹二次林・モミ林等）の保全・再生対策  

 カシノナガキクイムシなどの病虫害やシカの採食影響等による林床植生の衰退

がみられる箇所で土壌保全や自然林再生の対策を行う。 

④林道の改良と作業道の整備 

 木材を搬出する際の利便性の向上を図るための林道改良や、支線としての作業

道の整備を行うほか、老朽化した林道施設の長寿命化等に取り組む。また、林

道の法面工事等の実施にあたっては、引き続き、必要に応じて希少種の保全な

どについて専門家の助言を受けて工法の検討等、必要な配慮を行う。 

(2)森林整備と連携したシカ管理 

①シカ管理を統合した森林管理の推進 

 皆伐や択伐等の森林整備が意図しないシカの増加に繋がらないよう植生保護柵

の設置や、森林整備地でのシカの管理捕獲の実施など、森林整備とシカ管理の

連携を継続する。森林整備の効果を高めるため、森林管理者等多様な主体によ

るシカ捕獲を段階的に実施する。 

(3)モデル地域における多様な主体との協働（｢６統合再生流域｣参照） 

札掛モデル地域において自然再生委員会や団体等と連携して、森林整備、渓畔

林の保全やシカ対策などの、自然再生事業を実践しながら、人材育成に資する取

組や普及啓発を行う。 
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３ 山麓域における取組 

（１）これまでの主な取組と成果 

・自然再生委員会及びその構成員（学識者・団体・企業・自治体等）と連携した活動報

告会を共催し、開催市町村とも連携し、山麓域における自然再生の取組について、県

民、学識者、ＮＰＯなど多様な参加者とともに保全事例を共有し意見交換を行いまし

た。 

・「 かながわ水源地域の案内人と遊ぼう教室」等の自然体験交流事業への支援により都

市地域住民に対して水源地域の理解促進と魅力の発信を行いました。 

・2017（平成 29）年４月に設置した かながわ鳥獣被害対策支援センター」により、地

域の実情に応じた対策の提案や対策手法に関する情報提供、対策技術の助言など鳥獣

被害対策を支援したほか、ＪＡ神奈川県中央会等と連携し、 かながわ鳥獣被害対策

アドバイザー」の育成と活動支援に取り組み、鳥獣被害に対する相談体制を強化しま

した。 

・ツキノワグマの主要なエサ資源と考えられる堅果類（どんぐり等）の豊凶調査を行っ

たほか、ツキノワグマの出没状況をホームページで発信して注意喚起を図りました。 

・里地里山保全等地域において 里地里山活動協定」の認定を受けた団体の活動を支援

することで、認定団体が増えるなど里地里山保全の取組を促進しました。 

・環境保全型農業直接支払事業による化学合成農薬等の使用量削減の取組支援や、食料

システムの持続性確保に向けた みどりの食料システム法」に基づく環境負荷低減の

計画認定により、環境保全型農業への取組が促進されました。 

・各市町村や団体が行う有害鳥獣の捕獲や防護柵の設置に係る経費に対して補助を行い

ました。 

 

（２）課題 

・林業をはじめとする生業の喪失、産業構造の変化や生活様式の変化による農地や二次

林の利用の減少等が、里地里山の荒廃を招き、シカなどの野生鳥獣による被害の恒常

化などが問題となっています。 

・かつての薪炭林としての利用がなくなり、大径化・老齢化による倒木の危険性の増大

やヤブ化による鳥獣の出没、近年の気候変動に伴う気象災害リスク等、地域特有の課

題を踏まえた森林整備の実施が求められています。 

・里地里山の保全活動を行う団体の構成員の高齢化などによる担い手や活動資金の不足

などの課題が生じています。 

・野生動物による農作物への被害は、長期的に見ると依然として高い水準で推移してお

り、生活被害や人身被害も発生しているため、地域ぐるみの鳥獣被害対策をさらに進

めていく必要があります。 

・シカの生息状況を踏まえ、森林整備の効果を発揮させるため、森林整備とシカ管理の

連携を進める必要があります。 
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・生物多様性保全など、里地里山の環境保全への配慮が求められています。 

（３）短期的な目標（５～10 年後） 

  森林や野生動物など自然環境の実態の把握と共有に努め、市町村、地域住民、ＮＰＯ

団体や企業等、それぞれの地域で活動している多様な主体が、地域特性を踏まえつつ連

携し、自然再生に取り組んでいる状態を目指します。 

  

（４）主要施策とその構成事業 

主要施策とその構成事業 

(1)自然再生委員会を通じた多様な活動主体への支援 

①自然再生委員会を通じた多様な活動主体への支援 

  自然再生委員会の活動報告会における地域の活動団体の活動内容の紹介や団体

間の交流の促進、必要により自然再生委員会を通じた市町村への調査協力や知見

の提供などを行い多様な主体による地域の取組を支援する。 

(2)地域主体の鳥獣被害対策や森林整備等の取組の支援 

①集落周辺の里山林整備など地域特有の課題等に応じた森林整備 

 手入れが必要な森林で市町村が取り組む森林整備に支援を行うことで、水源か

ん養をはじめとする公益的機能を発揮させるとともに、集落周辺の里山林等に

おける鳥獣の出没、生物多様性の保全などの地域特有の課題等に対処する。 

②地域主体が主体となった鳥獣被害対策等への支援 

 地域が主体となった鳥獣被害対策への技術的な支援や、地域で主体的に活動す

る人材の育成への支援等を行う。また、地域の森林の整備・利活用と連携した

シカ管理を段階的に検討する。 

③シカの定着の解消のための捕獲 

  市町村等が主体となって行う、農地周辺におけるシカの定着解消を目標とした

管理捕獲等を支援する。 

(3)里地里山の保全等の促進 

①里地里山の保全・再生・活用 

  神奈川県里地里山の保全、再生及び活用の促進に関する条例」に基づいて、 

里地里山の保全等を促進するため、里地里山活動協定の認定を受けた団体が行

う里地里山の保全等の活動に対して補助をするとともに、多様な人材の継続的

な参画に向けた、活動団体と大学や企業及び都市住民等とのマッチング等を実

施する。 

②環境保全に配慮した農業の推進 

 化学合成農薬、化学肥料の使用量を削減する取組を支援するなど、里地の環境

保全に配慮した農業を推進する。 
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４ 渓流域における取組 

（１）これまでの主な取組と成果 

・渓流沿いの人工林で、広葉樹林化や土壌流出の防止を図るため、県有林において渓畔

林整備（間伐や植生保護柵の設置）を行いました。 

・渓畔林整備地のモニタリングを行い、間伐に加えて、シカの影響を防ぐ植生保護柵の

設置を行うことが、渓畔林の構成樹種の成長に有効であることが明らかになりまし

た。 

・これらの成果を踏まえ 渓畔林整備の手引き」（2017（平成 29）年 3月発行）、 渓畔

林整備の流域別事例集」（2018（平成 30）年 3月発行）を作成しました。 

・渓畔林整備の効果について魚類を指標に評価する方法を検討したところ、採捕した魚

類の胃から昆虫（チョウ目やアリ科）が多く検出された渓流では樹冠が密である傾向

が見られ、樹冠の発達が魚類の餌の増加に寄与している可能性が示されました。 

・渓流域に生育する、絶滅の恐れがある希少なシダ植物のヤシャイノデの保全に取り組

みました。 

・丹沢在来ヤマメが生息する可能性のある河川でヤマメを採捕し、形態解析と遺伝子解

析を行った結果、酒匂川水系において丹沢在来ヤマメが生息する可能性が高い支流域

を６河川特定し、一部で丹沢在来ヤマメを確認しました。 

・治山事業や森林土壌の保全対策を通して、森林と渓流の安定を図るとともにダム湖へ

の土砂流入の抑制を図りました。 

 

（２）課題 

・県有林で行ってきた渓畔林整備地について、整備後の動向を長期的にモニタリング

し、モニタリング結果に基づいて、今後の渓畔林保全に反映させる必要があります。 

・渓畔林整備のモニタリングで得られた知見を、渓流沿いの森林整備や自然再生に取り

組む関係者等に対して、普及する必要があります。 

・近年の自然災害の頻発化・激甚化による崩壊地の拡大や森林土壌の流出による渓流へ

の土砂流入、夏の高温などより水生生物の生息に影響を及ぼす恐れがあります。 

 

【渓畔林について】 

河川上流（渓流）の狭い谷あい（沢）の水辺や隣接

する斜面の森林を渓畔林と呼んでいます。渓畔林は、

渓流の増水や土砂の影響を受ける場所ですが、こうし

た特徴に対応した種類の樹木が生育しています。 

渓畔林は、渓流への日射を遮って水温上昇を防いだ

り、水辺が新たに崩れることを防いだり、生き物に隠

れる場所や餌を供給したり、といった様々な役割が期

待されています。 
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（３）短期的な目標（５～10 年後） 

  渓畔林整備を行った人工林において、渓畔林を主に構成する広葉樹の稚樹が成長し、

混交林化が進んでいる状態を目指します。 

  

（４）主要施策とその構成事業 

主要施策とその構成事業 

(1)渓流生態系の調査・モニタリングと保全・再生手法の検討 

 ①渓畔林整備地のモニタリング 

  渓畔林整備地においてモニタリングを継続し、整備後の長期的な変化を把握す

るとともに、得られた知見を今後の渓畔林の保全・再生に反映させる。 

(2)渓流生態系の保全・再生事業の実施 

①ダム湖上流域等における土壌保全対策 

 保安林機能の向上のための治山事業や森林土壌保全対策等に取り組むことで、

ダム湖等への土砂流入の抑制や渓流への土壌流入防止、生物多様性の保全を図

る。 

②渓畔林の整備  

  渓畔林整備の手引き」を普及・活用し、私有林を含めた渓流沿いの森林整備

にあたっては、皆伐等による渓畔林の環境変化を避けるとともに、人工林の間

伐等による広葉樹との混交林化や、林床植生の衰退した渓畔林の植生回復を図

る。 

③ヤシャイノデの保護 

  絶滅の恐れがあるシダ植物のヤシャイノデの保護と現地保全対策を実施する。 

④丹沢在来ヤマメの有効利用 

 丹沢在来ヤマメを活用した養殖技術に関する試験研究に取り組む。 

 

【渓畔林整備の手引き】 

 丹沢大山の渓流は、1923（大正 13）年の関東大震災など、これまで

の自然災害で、山腹崩壊で発生した土砂が渓流に堆積したり、土石流

が流れ下ったりといった大きな影響を受けてきました。この対策とし

て治山構造物等が設置され、これを基盤として森林への復旧が進みま

した。一方で、渓流近くまでスギやヒノキが植栽される、治山構造物

により生き物の移動が妨げられる、シカの影響により林床植生が衰退

する、といった問題も生じました。 

 渓流域の森林を本来の機能を持つ渓畔林へと誘導するため、自然環

境保全センターでは試行的な整備とモニタリングを行い、その知見を

基に、渓畔林整備を行う場合の整備方針や整備の際に配慮すべき事項

を 渓畔林整備の手引き」としてまとめました。また、流域ごとの調

査結果等をまとめた 渓畔林整備の流域別事例集」も作成しました。 
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５ 自然再生に向けた協働・普及啓発など景観域に共通する取組 

（１）これまでの主な取組と成果 

・自然公園利用にあたってのルール・マナーを解説したリーフレット（日本語版・英語

版）を作成・配布したほか、かながわパークレンジャーや神奈川県自然公園指導員に

よる自然公園の動植物等情報収集や公園利用の指導等により、利用者への普及啓発を

図りました。 

・自然環境保全センター及びビジターセンターにおいて自然再生に関する展示や自然教

室の開催、ホームページや SNS による自然情報の発信などを通して、県民や利用者へ

の普及啓発を図りました。 

・サントリーホールディングス株式会社と 2009（平成 21）年度に締結した協定に基づ

き、丹沢県有林で行われている 天然水の森 丹沢」自然再生プロジェクトの活動に

協力しました。 

・公益社団法人神奈川県猟友会と協定を締結し、シカ捕獲の人材育成に向けた取組を支

援しました。 

・自然再生委員会及びその構成員（学識者・団体・企業・自治体等）と連携した活動報

告会の開催、各団体との共催による普及啓発活動や自然再生活動などに取り組み、自

然再生の普及啓発を図りました。（再掲） 

・自然公園法及び自然公園条例に基づき 採取又は損傷に許可を必要とする指定植物」

について、 神奈川県レッドデータブック 2022 植物編」に基づき見直しを行い、丹沢

大山国定公園について 494 種が環境省により指定され、県立丹沢大山自然公園につい

ても指定植物を指定しました。 

・協働による自然再生の取組や森林整備などの事業に向け、丹沢産の広葉樹苗木を生産

し、供給しました。 

・多様な主体と連携して自然再生に取り組むフィールドとして、札掛モデル地域を設定

しました。 

 

（２）課題 

・自然再生への理解と県民参加を推進するために、新たな人材や協力団体、企業の参加

を広く促す必要があります。 

・将来にわたって県民との連携・協働により丹沢大山の自然再生を進めていくため、自

然再生委員会や団体、学校、企業等と連携して各種事業に取り組む札掛モデル地域を

活用し、実践することで人材育成と普及啓発に取り組む必要があります。 

・広く県民に丹沢大山の現状と課題、解決のための取組を理解してもらうため、自然環

境保全センターを環境学習の拠点として機能を高め、様々な普及啓発活動に取り組む

必要があります。また、取組にあたっては、将来を担う若年層に対する発信の強化が

必要です。 

・多言語による情報発信や誰もが参加しやすい自然再生活動の推進など、多様な対象を

想定した取組が必要です。 
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（３）主要施策とその構成事業 

主要施策とその構成事業 

(1)丹沢全体の自然再生の手法の検討と事業評価 

①自然再生に関連したモニタリングの実施、情報収集 

航空レーザ測量等による森林の状態把握を行うほか、整備が行われる森林で

は、下層植生、樹種構成や成長量等のモニタリングを行う。 

②野生動物の持続的な保護管理手法の検討 

 生息情報の収集・分析、対策の効果検証、技術情報の収集を大学等とも連携し

て行い、より効果的な保護管理手法を検討する。また、野生動物が宿主となる

マダニの情報収集と注意喚起を検討し実施する。 

③自然公園の利用実態に関する情報収集と検討 

 かながわパークレンジャーや神奈川県自然公園指導員等の活動を通じて情報収

集を行う。 

④自然再生委員会との協働による自然再生事業の検証 

 丹沢の自然環境の現状や自然再生の取組に関する情報を共有・活用して、自然

再生事業に関する検証・評価を行う。 

 

(2)生物多様性保全のための情報収集と検討 

①希少動植物など生物多様性情報の収集と保全手法検討 

  これまでに得られた情報に加え、関連するモニタリング調査や神奈川県自然公

園指導員や市民科学者等を通じて動向把握情報収集等を行う。 

②外来生物の情報収集等の動向把握 

 外来種の侵入の監視と侵入未然防止のため、各種事業や調査で設置されている

自動撮影カメラによる情報などを活用し動向等を把握する。 

③丹沢産の地域性苗木の育成 

 生物多様性に配慮した広葉樹植栽による森林再生の取組を支援する一環とし

て、丹沢産の緑化種子生産・苗木の育成と供給の取組を継続し、広葉樹母樹の

選抜、母樹林の整備を行う。 

 

(3)モデル地域における多様な主体との協働（再掲・｢６統合再生流域｣参照） 

札掛モデル地域において自然再生委員会や団体等と連携して、森林整備、渓畔林

の保全やシカ対策などの、自然再生事業を実践しながら、人材育成に資する取組

や普及啓発を行う。 

 

(4)自然再生の推進にかかる多様な主体との連携 

 自然再生委員会及びその構成員（団体・企業・自治体等）、その他の協働の枠組

みにおいて取り組む丹沢大山クリーンピア 21、丹沢の緑を育む集い、丹沢大山ボ

ランティアネットワーク等による自然再生活動への協力・連携、学校教育活動と



26 

主要施策とその構成事業 

の連携による担い手づくり等や、山麓域をはじめとした地域の再生に向けた連携

構築にかかる調整を行う。 

 

(5)自然再生の取組や生物多様性に係る情報発信・普及啓発 

①自然環境保全センターの普及啓発機能の強化 

  野外施設及び展示施設を自然再生の体験実習フィールドとして位置づけ、環境

学習の拠点として自然環境保全センターの機能を高め、普及啓発を一層推進す

る。また、SNS やホームページを活用して丹沢の自然や自然再生の取組を情報

発信する。 

②ビジターセンター等との連携による自然再生活動の推進 

  ビジターセンターとの連携を強化し、丹沢の自然再生に関する企画など、多様

な手法により、自然公園利用時のマナーや自然情報等について利用者へ発信・

普及啓発を図る。 

 ③かながわパークレンジャー・神奈川県自然公園指導員等による自然公園利用に

関する普及啓発 

  かながわパークレンジャーや神奈川県自然公園指導員等の活動、自然環境保全

センターホームページ等により、自然公園利用時のマナー等の普及啓発と、登

山道の状況等を情報発信する。 

④都市部住民との交流 

 水源地域における水環境学習や都市部住民との交流を通じた里山体験や里山林

の整備、都市部における普及啓発など、多様な主体による水環境学習・地域交

流の充実強化を図ることで、水源環境の保全・再生に取り組む重要性等につい

て、都市部住民を中心とした県民の理解を促進する。 

 

 

【希少植物の保全】 

 シカの採食から植生を保護するために設置した植生

保護柵の内側では、シカの採食に弱く県内での絶滅が

危惧されていたオオモミジガサや、レンゲショウマな

どの植物が確認されています。柵の外側でも、シカの

管理捕獲よりシカの生息密度が抑制されたことから、

シカの採食に弱いユリ科の植物の開花が一部で確認さ

れました。 

 また、渓流近くなどに生育し、国内で絶滅が危惧さ

れる希少なシダ植物であるヤシャイノデの保護増殖を

行い、2015（平成 27）年に現地に植え戻した３個体のうち２個体が 2026（令和８）年時点で順調に生

育し、1個体には胞子が形成していることを確認しています。 

培養したヤシャイノデ（植え戻し前） 
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６ 統合再生流域 

（１）統合再生流域 

丹沢大山が抱える課題は相互に密接に関連していることから、自然再生事業の実施に

あたっては、関連する事業を横断的・統合的な視点で進めることが必要です。 

そこで、各対策間の連携を図るモデル地域として３箇所の 統合再生流域」（東丹沢

１、東丹沢２、西丹沢１）を設定し、それぞれの流域内で行う事業の連携を進めてきま

した。第５期自然再生計画では、これまでに行われた事業及びモニタリング結果を踏ま

えて、それぞれの自

然再生の取組を進め

るとともに、東丹沢

１内に設定した 札

掛モデル地域」にお

いて、自然再生委員

会等と連携、協働し

て自然再生事業に取

り組みます。 

 

 

 

ア 東丹沢１ 

場所 中津川上流域の塩水川、本谷川、タライゴヤ沢流域。 

流域の特徴 シカの生息密度の上昇による林床植生の衰退と、それに起因する森林土壌の流

出が課題となっている。 

これまでの事

業連携の状況

と成果 

奥山域では、各種調査研究によりブナ林衰退の仕組みが概ね明らかとなり、ブ

ナ林再生のための技術開発が進展した。また、シカの捕獲と、植生保護柵の設置

等による土壌保全対策を進めてきた結果、シカの生息密度が低下し、土壌流出が

抑制された場所では、一部で林床植生の植被率の増加や高木種の生育がみられる

など一定の連携効果が現れてきている。 

特に、堂平地区において、2023（令和５）年度から 堂平プロジェクト」とし

て、実施しうる最大限のシカ捕獲（集中捕獲）を一定範囲で継続しながら、並行

して同じ範囲内で自動撮影カメラによるシカの行動調査や植生変化の把握等を行

い、シカの集中捕獲による植生回復への効果や課題等を検証する取組を開始して

いる。 

域内の山地域や渓流域においても、森林整備を実施して、シカの管理捕獲を進

めた場所では、林床植生の回復傾向が見られるなど、事業連携の効果がみられて

いる。 

  

  

東丹沢２ 

西丹沢１ 

東丹沢１ 

３つの統合再生流域 
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【堂平プロジェクトについて】 

 堂平は、丹沢山の東側の標高約 900～1,300ｍ付近に広がる

傾斜が緩やかな地域です。シカの影響による林床植生の衰退

が見られたことから 2003（平成 15）年度からシカの管理捕

獲を開始し、2007（平成 19）年度から土壌保全対策も進めて

きました。さらに 2023（令和５）年度から 堂平プロジェク

ト」としてシカの集中捕獲とその効果検証を行っています。

これまでの取組で日中はシカがほぼ見られない状況となり、

行動が夜間中心に変化したことを確認しています。今後も植

生の変化を注視しつつ取組を継続していきます。 

 

イ 西丹沢１ 

場所 檜洞丸から大室山、畦ヶ丸にかけての稜線部から中川温泉周辺部にかけての奥

山域からなる流域。 

流域の特徴 東丹沢に比べるとシカの高密度化による林床植生の衰退などの影響は低い地域

として、東丹沢１の対照区としての側面も踏まえて設定されたが、2013（平成

25）年と 2014（平成 26）年のスズダケの一斉開花枯死や、アクセスが悪く地形

が急峻等の理由でシカ捕獲を実施できない場所などで、林床植生の衰退が拡大し

た。また、檜洞丸と大室山において、ブナハバチの大発生などを要因とするブナ

林の衰退が見られる。 

これまでの事

業連携の状況

と成果 

檜洞丸や大室山周辺を重点対策地区として位置付け、植生保護柵等による土壌

保全対策とシカの管理捕獲、それらの検証のためのモニタリングを連携して進め

ている。植生保護柵内では希少種が出現し、小高木種の成長が認められ、柵外の

一部では藪化しつつあるところもある。 

さらに、東丹沢１も含めてブナ林再生のための調査やブナハバチ対策等の現地

適応化試験を進めた結果、ブナ林再生の対策を段階的に実施することが可能とな

った。 

 

ウ 東丹沢２ 

場所 丹沢大山の東側の山麓に広がる山麓域で、清川村の小鮎川流域及び宮ヶ瀬湖周

辺からなる地域。 

流域の特徴 地域住民の暮らしと自然のつながりが希薄になる一方で里山林や人工林の放置

による荒廃や鳥獣による農林業被害が問題となっている。 

これまでの事

業連携の状況

と成果 

地域の農業協同組合、村、県の各機関などが連携して、ニホンジカ等の効果的

な捕獲方法を検討するとともに、各種被害対策や森林整備実施状況等について定

期的に情報交換を行った。 

各事業主体がそれぞれの役割を担いながら、効果的に事業を実施するための情

報を共有し、連携を図ることが可能となった。 

堂平（2026 年 8 月）不嗜好性種が中心だが林床

は植生で覆われ一部でブナの稚樹が見られる。 
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（２）札掛モデル地域 

第４期自然再生計画において、各流域内

での事業連携を継続するとともに、東丹沢

１内の渓流から尾根までの同一集水域にお

いて、自然再生委員会等と連携、協働し

て、自然再生事業に取り組む モデル地

域」を設定しました。 

第５期自然再生計画では、札掛モデル地

域において自然再生委員会や団体等と連

携して、森林整備、渓畔林の保全やシカ

対策などの、自然再生事業を実践・試行

しながら、普及啓発や人材育成に資する

取組を行います。また、これまでに成果

の上がった事業連携とモデル地域の取組

について、ホームページ等を通じて発信

していきます。 

 

【札掛モデル地域における主な取組】 

（協働による取組を含む） 

 ・人工林の混交林等への誘導 

・持続可能な人工林の整備・活用 

 ・渓畔林整備と渓畔林整備地のモニタリング 

 ・シカ捕獲の人材育成等 

 ・大洞沢における水文観測（流量等） 

 ・生物多様性や自然再生の取組についての普及啓発 

 

【協働による自然再生の取組】 

 札掛モデル地域では、すでに様々な協働による自然再生の取

組が行われています。 

サントリーホールディング株式会社と県は、2009（平成 21）

年から、連携して サントリー『天然水の森「丹沢』プロジェ

クト」として、水源涵養機能の高い森林づくりを進めていま

す。 

公益社団法人神奈川県猟友会と県は、2025（令和 7）年か

ら、連携して、シカ生息状況の把握やシカの捕獲に係る人材

育成に取り組んでいます。 

特定非営利活動法人 丹沢自然保護協会では、丹沢大山自然再生委員会との共催により、小中学生を

対象にした年３回の宿泊型の自然体験活動 森の学校」を行っています。 

「天然水の森 丹沢」でこれまでに整備し

た森林（2025 年 5 月） 
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（参考）特定課題と第５期丹沢大山自然再生計画における主な取組 

特定課題 第５期丹沢大山自然再生計画における主な取組 

景
観
域
に
特
有
の
課
題 

ブナ林の再生 
（奥山域） 

・土壌保全対策や森林再生の取組とその検証モニタリングなど、ブナ

林等の自然林の保全再生対策を行います。 

・植生、希少種、大気、気象等の奥山域における森林生態系のモニタ

リングを実施します。 

人工林の再生 
（山地域） 

・林道から遠い人工林では混交林化等への誘導を進め、林道から近い

人工林では、森林資源の持続的な利用を図る人工林の整備・活用を進

めます。これらの取組に必要な林道の改良等を行います。 

・シカ管理と連携し植栽地での植生保護柵の設置等を進めます。 

地域の再生 
（里山域・山麓域） 

・地域主体の鳥獣被害対策や森林整備等の取組を支援します。 

・里地里山保全や環境に配慮した農業を推進します。 

渓流生態系の再生 
（渓流域） 

・渓畔林整備地のモニタリングを継続し、今後の渓畔林保全に反映し

ます。 

・渓畔林の整備や森林の土壌保全対策等により渓流生態系の保全・再

生に取り組みます。 

景
観
域
に
共
通
す
る
課
題 

シカ等野生動物の保
護管理 

・奥山域等におけるシカの管理及び植生保護柵等によるシカの影響対

策を行います。 

・森林管理者等多様な主体によるシカ捕獲を段階的に進めます。 

希少動植物の保全 ・植生保護柵等によりシカの影響で衰退した希少植物の保全とモニタ

リングを行います。 

・絶滅の恐れがあるシダ植物のヤシャイノデの保全とモニタリングを

行います。 

外来種の監視と防除 ・丹沢産の広葉樹等の苗木の生産等により在来植物による緑化を進め

ます。 

・関係団体等と連携し、外来生物の動向把握や、外来生物問題につい

ての普及啓発に取り組みます。 

自然公園の利用のあ
り方 

・登山道周辺の土壌保全対策、環境配慮型山岳公衆トイレの整備・維

持管理を進めるほか、協働による登山道の維持活動を継続します。 

・関係機関等の連携・協働により自然公園利用時マナーや自然情報に

ついて普及啓発や情報発信を進めます。 

取組を推進するための 
協働・普及啓発 

・自然再生に関連した自然情報や知見等についての情報収集を行うほ

か、自然再生委員会による検証を行います。 

・札掛モデル地域において多様な主体と協働して自然再生事業の実

践、人材育成及び普及啓発を行います。 

・神奈川県自然環境保全センターの普及啓発機能を強化し、関係機関

との連携や協働により情報発信や普及啓発を推進します。 
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１ 丹沢大山自然再生委員会について 

2004（平成 16）年度から 2005（平成 17年）度の２か年をかけて「丹沢大山総合調査」

を実施し、2006（平成 18年）６月に丹沢大山自然再生基本構想を作成した、丹沢大山総

合調査実行委員会を引き継ぐ形で、2006（平成 18）年 10月 24 日に設立されました。 

丹沢大山自然再生委員会(以下「自然再生委員会」という。) は、企業、学識経験者、団

体、行政など多様な主体が構成員となり、丹沢大山の自然環境の保全と再生を推進するた

め、必要となる事項の協議（自然再生事業の点検・評価・助言等）を行うとともに、自然再

生事業の広報・普及啓発を図っています。神奈川県も自然再生委員会の一員として参加し、

自然再生委員会の点検と助言を受けながら、丹沢大山自然再生計画を進めています。なお、

自然再生委員会には、「事業計画･評価専門部会」「県民事業専門部会」「調査専門部会」の３

つの専門部会が置かれています。 

「事業計画・評価専門部会」・・・全体構想の策定、再生事業の点検・評価、モニタリ

ング設計、情報蓄積の検討を行う部会 

「県民事業専門部会」・・・自然再生事業の広報、県民協働事業の実施等の検討を行う部               

            会 

「調査専門部会」・・・自然再生事業に係る調査の企画及び調査を実施する部会 

 

２ 景観域について 

  「景観域」は、丹沢の自然再生の課題や取組を検討しやすくするために、多様な景観要

素を持つ丹沢大山を、森林のタイプ、地形など主要な景観要素と標高によって便宜的に区

分した概念です。  

なお、ここでは、景観という言葉は、地質、気候、生物などの相互作用で成り立っている

樹林地や湿地など、複数の生態系で構成された一定の土地のまとまりとして使っています。 

 

・奥山域  

概ね標高 800ｍ以上のエリア。丹沢山地には 1,500ｍ以上の山が９座あり、最高峰は標高

1,673ｍの蛭ヶ岳です。奥山域は人の手があまり加わっていないエリアで、ブナやウラジロ

モミを代表とする冷温帯自然林が分布しています。主にブナから構成される自然林の林床

はスズダケといわれるササで覆われている場所が多いですが、近年では、シカによる過度

の採食等によりスズダケが衰退しています。丹沢大山国定公園の特別保護地区（景観を維

持するために特に必要な地区）の大部分はこのエリアに含まれます。 
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・山地域 

概ね標高 300ｍから 800ｍのエリア。標高としては、本来、スダジイやカシ類などの暖温

帯自然林が分布するエリアですが、戦後の復興造林や拡大造林により、急激に人工林が増

加したため、スギやヒノキの人工林の割合が高く、かつて薪炭林として利用された場所で

は二次林も多く残ります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・山麓域（里山域） 

概ね標高 300ｍ以下のエリア。山麓の集落・農地とその周辺域の里地里山。里地里山は、

農林業の生産の場や生活の場として形成・維持され、良好な景観の形成や生物多様性の確

保、災害の防止、生活文化の伝承など、多面的機能を発揮しています。しかしながら、近年

では、産業構造や生活様式が変化する中で適切な管理がされにくくなり、里山のもつ多面

的な機能が失われつつあります。 

 

 

 

山北町玄倉（日高） 相模原市緑区鳥屋（不動の峰～蛭ヶ岳） 

秦野市菩提 厚木市七沢 
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・渓流域 

標高で分けた３つの景観域を上流から下流までつなぐ水系のエリア。上限は常水のある

沢とし、下限はダム湖上流と里地里山になります。丹沢には大きく分けて相模川水系と酒

匂川水系があります。渓流沿いの森林は、水域のかく乱を受けるため、斜面に成立する森

林とは異なった特徴を有し、サワグルミやシオジ、フサザクラなどが代表的な構成種です。 

関東大震災とその後の台風や豪雨などによる崩壊地の対策のため設置された治山施設や

砂防えん堤は、丹沢の渓流をコンクリート構造物の並ぶ人工的な眺望へと変化させました

が、近年の丹沢の土砂災害の減少や森林の回復に寄与しています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伊勢原市子易 清川村煤ヶ谷 

清川村煤ヶ谷（タライゴヤ沢） 相模原市緑区鳥屋（早戸川） 
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３ 丹沢大山保全計画(1999～2006) 

神奈川県では、1999（平成 11） 年に「丹沢大山保全計画」（以下、「保全計画」とい

う）を策定し、また 2000（平成 12）年には実行機関である「神奈川県自然環境保全セン

ター」を設立し、丹沢大山の保全・再生に向けた様々な取組を行いました（表１）。 

保全計画の実行により、シカの科学的管理の開始や植生保護柵の設置による絶滅危惧種

の回復など、一定の成果（表２）が得られました。 

 

表１ 丹沢大山保全計画（1999～2006 年度）の事業実績（一部 1997～1998 ﾊﾟｲﾛｯﾄ事業を含む） 

基本方向 主要施策 主な構成事業 

ブナ林や林床植生等の保全 

ブナ林の保全・再生 

林床植生の保全・再生 

登山道周辺の植生の回復 

その他の森林の保全・再生 

後継樹保護のための植生保護柵の設置 

ブナ林保護のための立入禁止区域の設

定 

登山道周辺の崩壊地、裸地の補修 

モミ、ウラジロモミ等の保護 

17ha 

3,782ｍ 

3,174 ㎡ 

971本 

大型動物個体群の保全 
シカ個体群の管理 

大型動物個体群孤立化の解消 

植生回復目的の管理捕獲 

農林業被害等防止に係る管理捕獲 

大型動物移動性確保のための防鹿柵撤

去 

192頭 

1,506 頭 

15,822

ｍ 

希少動植物の保全 希少動植物の保全 植生保護柵の設置による希少種の保全 17ha 

オーバーユース対策 

ｵｰﾊﾞｰﾕｰｽによるｺﾞﾐやし尿等の対策 

特別保護地区指定等保全手法の検討 

公園区域の拡大等の検討 

環境配慮型の山岳公衆トイレの設置 

登山道周辺の木道の整備 

８基 

2,049ｍ 

（数値は 2005(平成 17)年度末時点） 

表２ 丹沢大山保全計画の成果 

項  目 主 な 内 容 ・ 成 果 

保 全 計 画 
神奈川県自然環境保全センターを設立し、丹沢大山地域全域に対する重点的・効果的な施

策展開の実施 

実 行 体 制 丹沢大山ボランティアネットワークなど県民参加の基盤構築と保全活動の定着 

 

 

 

基 

 

本 

 

方 

 

向 

 

 

 

ブナ林や林床植生等の保全 
植生保護柵による林床植生の回復、稚樹の保全 

複合的な要因によるブナの枯死メカニズムの解明 

大型動物個体群の保全 
特定鳥獣保護管理計画（神奈川県ニホンジカ保護管理計画）によるシカの密度管理（管

理捕獲）の実施 

希少種の保全 植生保護柵による希少種の保護 

オーバーユース対策等 木道や丸太筋工、むしろ等の設置による登山道周辺の裸地化した箇所の植生の回復 

その他 事業実施主体に対する「自然環境配慮のガイドライン」による環境配慮の徹底 

 

 一方で課題も多く、例えば保全計画そのものが国定公園内の自然環境に関する施策に限

定されていること、組織間・事業間の連携、モニタリングの実施・検証体制、オーバーユー

スの抜本的対策等が十分に実施されなかったことが挙げられます（表３）。さらに、計画策

定時では想定していなかった、ヤマビルの被害、外来種の侵入等の新たな課題も出てきて

おり、結果的には、ブナの立ち枯れ、土壌流出の進行など自然環境の劣化に歯止めをかけ
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るに至らず、自然再生の側面から大幅に見直す必要が生じてきました。 

 

表３ 丹沢大山保全計画の課題 

項  目 主 な 内 容 

 

保 全 計 画 

 

計画区域が国定公園・自然公園地域に限定 

大流域単位の計画と丹沢の複雑な自然特性との不一致 

 

実 行 体 制 

部局間連携の不足 

事業間の連携の不足、役割分担の認識不足 

県民参加を支援する体制の不足 

 

 

 

 

基 

 

本 

 

方 

 

向 

 

 

 

ブナ林や林床植生等の保全 
植生保護柵設置目標数量と実行可能数量との乖離 

ブナの枯死の進行 

大型動物個体群の保全 
生息環境管理を担う森林整備との不連動 

大型動物の生態や移動状態の知見不足 

希少種の保全 希少種の生態等の知見不足と植生保護柵以外の抜本的な対策の欠如 

オーバーユース対策等 木道等整備以外のオーバーユース対策（通行規制等）の未実施 

その他 
事業における自然環境への配慮不足 

モニタリングや PDCA サイクルによる検証不足 
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４ 丹沢大山総合調査(2004～2006) 

丹沢大山の自然環境問題に対し、県民が主体となって新たな解決の仕組みを提案するた

め、丹沢大山に関わる民間団体、企業、関係機関、行政、専門家など多様な主体で構成さ

れる実行委員会が組織され（図１）、2004（平成 16）年度から 2005（平成 17）年度の２

か年をかけて「丹沢大山総合調査」が実施されました。 

実行委員会では、500 名を超える調査員からなる調査団を組織し、丹沢大山が抱える課

題を８つに分類し、様々な角度から調査を実施しました。 

調査結果は、重ね合わせによる総合解析を経て、丹沢大山における自然再生の基本的な

考え方や事業の方向を示した「丹沢大山自然再生基本構想」として取りまとめられまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策提言

県民

神奈川県
調査企画調整、提言の政策反映

協力要請・財政措置

　　　　　　　 実行委員会
【役割】意思決定、広報普及、県民共働調査
【構成】ＮＰＯ､マスコミ・企業､研究者､外
　　　　郭団体､行政など

委嘱

広報・普及

報告

         調査団
【役割】調査の実施
【構成】研究者、
       調査NPO、協力機関など

調査企画部会
【役割】調査企画・進行管理・政策提言

参加・協力 参加・協力

生き物の再生調査チーム
水と土の再生調査チーム
地域の再生調査チーム
情報整備チーム

広報普及部会
【役割】広報・県民参加事業の企画実施

体団・業企

寄附・協賛

図１ 丹沢大山総合調査の実行体制 

【役割】意思決定、広報普及、県民協働調査 
【構成】NPO,マスコミ、企業、研究者、外郭団体、行政な
ど 
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５ 丹沢大山総合調査実行委員会による政策提言(2006.7) 

基本構想の中でも特に重要な次の５項目について、2006（平成 18）年７月 30日に実行委員

会から神奈川県に対し政策提言が行われました（表４）。 

  

 

表４ 丹沢大山総合調査実行委員会による政策提言項目一覧表 

  提言項目 提言内容 

１ 
県民参加による丹沢大山

保全計画の改定 

丹沢大山自然再生基本構想をふまえ、県民参加により丹沢大山保全計画を

改定し実行すること 

２ 自然再生委員会の設置 
自然再生事業を進める協議機関として、多様な主体が参画、設置する「自

然再生委員会」において、県はその中心的役割を担うこと 

３ 

自然再生推進本部の設置

と神奈川県自然環境保全

センターの拡充強化 

丹沢大山の自然再生を全庁的な取組とするために、「丹沢大山自然再生推

進本部」を設置するとともに、神奈川県自然環境保全センターの組織の拡充

強化を図ること 

４ 
モニタリングと総合解析

に基づく事業の見直し 
継続的なモニタリングと総合解析の実施に基づき事業の見直しを行うこと 

５ 

特定課題の対策及び統合

再生流域（注）における事

業の推進 

８つの特定課題解決のための対策を推進すること。推進に当たっては、複

数の対策が重複する地域に統合再生流域を設定し、各事業主体が連携・協力

し、自然再生の基本原則に基づき次のように自然再生事業を進めること 

(ｱ) 生き物統合再生流域 

ａ 比較的良好な自然が残されている地域では、植生保護柵による天然更

新の保護や希少種保護のための立入規制、渓畔林保全など生き物保全を

主体とした受動的対策を総合的に推進する。 

ｂ 自然の劣化が進んだ地域では、ブナの植栽、シカの個体数管理など生

き物再生を主体とした能動的対策を総合的に推進する。 

(ｲ) なりわい統合再生流域 

ａ 自然劣化が進み自然資源の活用に悪影響を及ぼしている地域では、荒

廃人工林整備、渓畔林再生など能動的対策を総合的に推進する。 

ｂ 地域資源を活用した自然再生が可能な場所では、人工林資源や文化・

自然資源の持続的・循環的利用など活用的対策を地域と協力して推進す

る。 

(ｳ) 水源環境保全施策との連携 

ａ 水土再生を実現する観点から、これらの自然再生事業を水源環境保全

施策と密接に連携して推進する。 

 
 
（注）統合再生流域 … 自然再生を効果的、効率的に展開するため、複数の事業の連携・調整を 

要する流域 
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基本構想では、丹沢大山で発生しているさまざまな自然環境問題は、自然環境の許容量を超

える人為的な負荷をかけてきた事に加え、現行計画の施策体系が森林諸機能の階層性※（図

２）に対応していなかったため、十分な対策の効果が発揮できなかったこと、計画の対象が自

然公園内に限定していること、統合的・順応的な事業実施の仕組みなどが欠けていること等に

よると結論付け、併せて緊急的な対策の必要性を指摘しています。 

丹沢大山で「自然再生」に積極的に取り組むために、基本構想で提案された６つの自然再生

の原則（表５）を踏まえ、把握された８つの特定課題を対象に、保全計画を改定する必要があ

るとしました。 

 

表５ 基本構想で提案された自然再生の原則 

流域一貫の原則 
山から河川を経て海へとつながる流域単位で現状把握を行い、流域を一

貫として捉えた循環系として管理を行う。 

統合的管理の原則 
従来のような事業実施主体ごとの縦割り的な区分ではなく、横断的な主

体により全体のマネージメントを行う。 

順応的管理の原則 
事業の実施結果をモニタリングし、それに基づき計画や事業内容の評

価、検証を、客観性・柔軟性を持って確実に進める。 

参加型管理の原則 
利害関係のある人々が直接的・間接的に係わり、多様な主体の自主的な

参加により自然再生を進める。 

景観域を単位とした 

管理の原則 

対象地域をいくつかの特徴的な景観に分けて、それぞれの領域の取組を

示し、それらを統合することで全体の再生を図る。 

情報公開の原則 
丹沢大山の自然再生を進める、住民、ＮＰＯ、行政、農林業者、研究者

などが十分に意思疎通するため、情報を共有化する。 

 

※森林諸機能の階層性とは、土壌保全、木材生産、水源かん養、生物多様性保全、保健休養といった森林のもつ様々

な機能が相互に影響しあい、かつ土壌保全という機能が基盤にある、ということを意味している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林機能
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水
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ﾚ
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生
物
多
様
性
保
全

侵食防止／土壌保全

生物多様性保全

バイオマス生産

木材生産

水源かん養

快適環境
形成

地球環境保全

保健・レクリエーション／文化

図２ 森林諸機能の階層性イメージ図 
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６ 丹沢大山の自然環境の特徴と自然環境を取り巻く状況 

＜丹沢大山の自然環境の特徴＞ 

○ 地 史 

約1,500 万年前、丹沢山地はフィリピン海プレート上の海底火山であり、活発な火山

活動の噴出物で10,000ｍ にも及ぶ厚い地層を形成しました。この地層からサンゴの化

石が見つかることから、当時のこの海域は今よりもかなり温暖であったと考えられてい

ます。約550 万年前には、丹沢山地はフィリピン海プレートの北上に伴い本州に衝突

し、本州の一部になりました。そして約100 万年前には、丹沢山地の南に位置していた

伊豆が丹沢山地に衝突しました。これにより丹沢山地は激しく隆起し、その後、侵食作

用を受けて、現在のような地形になりました。 

○ 地 勢 

丹沢山地は、最高峰の蛭ヶ岳（1,673ｍ）をはじめ、標高1,000ｍ を超える山々が連

なり、「神奈川の屋根」と呼ばれています。首都圏に近いながらも、急峻な山岳と深い

渓谷を持っています。また、急峻な山腹斜面を持つ山岳地形とは対照的に、尾根や山頂

部には火山灰や火砕流の堆積による緩斜面が発達していることも大きな特徴です。 

○ 気 候 

神奈川県の気候は、東と南が海に面し太平洋の黒潮の影響を受けているため、温暖で

雨量の多い太平洋側気候です。年平均気温は、横浜は15.8℃ですが（1981（昭和56）～

2010（平成22）年）、丹沢山山頂付近の標高1,450ｍ地点では6.4℃(1993（平成5）～

1996（平成8）年)です。降水量は，平野部に比べて丹沢や箱根の山地で多く、年降水量

が横浜で1,689mm(1981（昭和56）～2010（平成22）年)であるのに対し、丹沢湖では

2,299mm（1991（平成3）～2020（令和2）年）になっています。冬季に積雪は丹沢山地

の稜線部では局所的に２～３ｍになる年もありますが、平年は稜線部でも１ｍ 以下で

す。 

○ 水 系 

丹沢山地は山梨県の山中湖を源流とする相模川と、富士山東麓を源流とする酒匂川の

２つの水系に囲まれており、丹沢山地の南側には金目川（花水川）水系があります。い

ずれの水系も相模湾に注いでいます。河川の勾配は、道志川流域や中津川流域で比較的

緩やかですが、酒匂川水系や金目川水系は全般に急峻です。「丹沢」の「丹（タン）」

は、「谷」を表すという説もあるとおり、いずれの水系も山間部では深い渓谷が多く見

られ、渓流は落差が大きいため，たくさんの滝が形成されているのも特徴です。 

○ 植 生 

丹沢山地の植生は，低標高域から高標高域に向かうにつれて、スダジイ･カシ類など

の暖温帯自然林からブナなどの冷温帯自然林に移行します。丹沢山地ではその境界は標

高800ｍ 前後です。高標高域のブナ林は多く残されていますが、低標高域ではスギやヒ

ノキなどの植林の割合が高く、それ以外の場所ではかつて薪炭林として利用されたクヌ

ギ・コナラなどの二次林が多くあります。また、大山や札掛などの山腹の急斜面や尾根

筋には、モミ･ツガ林が発達している場所もあります。 
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○ 動植物 

丹沢山地においては、これまでに維管束植物で1,627 種、蘚苔類で452 種、地衣類で

158種、大型菌類で792種、微小菌類で約220種、哺乳類で38 種、鳥類で247 種、両生

類･爬虫類では23 種、淡水魚類で22 種、昆虫類で7,779 種、蜘蛛類で553種と非常に多

くの種が確認されており、この中には、丹沢山地にしか生息生育しない種や国や県のレ

ッドデータブックに記載された希少な種も多く含まれ、多様で豊かな自然環境を反映し

ているといえます。また、本来は生息しない外来種が確認され、本来の生態系へ与える

影響が懸念されています。（上記の種数は、丹沢大山自然環境総合調査報告書（1997）

及び丹沢大山総合調査学術報告書（2007）による） 

 

＜丹沢大山の自然環境をとりまく状況＞ 

○ 土地利用と開発 

土地利用について見ると、戦中から戦後にかけて大量伐採された森林の復旧や、1950

～60年代の国を挙げての植林政策で、スギ・ヒノキの造林が大面積にわたって行われ、

同時に急峻な山地には林道が建設されました。1980 年代には、土木工事が急増し、ダ

ムや送電線の建設などの大規模な工事が相次ぎました。丹沢大山８市町村の1976（昭和

51）年から1997（平成9）年までの土地改変を見ると、森林がダム湖やゴルフ場になっ

ているのが目立ちます。山麓部では、農業が営まれていますが、近年では条件が不利な

地域で、耕作放棄地が増加しています。  

○ 水利用  

神奈川県内の上水道の約９割は２つの水系によって賄われています。相模川水系の本

流には相模ダム（相模湖）と城山ダム（津久井湖）、支流の中津川には宮ヶ瀬ダム（宮

ヶ瀬湖）があり、酒匂川水系には支流の河内川に三保ダム（丹沢湖）があります。この

うち、宮ヶ瀬ダムと三保ダムは丹沢山地を主な集水区域としており、また、丹沢周辺の

市町村の多くが湧水や伏流水、地下水を水道水源として利用しているなど、丹沢山地は

神奈川県民の大切な水源地域になっています。  

○ 自然公園の指定 

丹沢山地は、 1960（昭和35）年に県立自然公園に指定され、1965（昭和40）年にそ

の中心部の約27,000haが国定公園に指定されました。国定公園区域のうち、特に、稜線

部などの約1,800ha は特別保護地区として動植物の捕獲・採取など各種の行為が厳しく

規制されています。また、丹沢山地はさほど標高が高くありませんが、多様な自然と独

特の景観を持ち、首都圏に近いこともあり、登山･沢登り･キャンプ･自然観察などに多

くの人が訪れています。 

○ 土地所有と森林管理 

神奈川県の県土の約４割を占める森林は、木材だけでなくきれいな空気や水を生みだ

す重要な役割を担っています。その森林の半分以上は丹沢山地のある８市町村に集中し

ています。丹沢山地の森林は、国有林と県有林を併せて３割余りで、残りのほとんどが
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私有林等になっています。また、丹沢山地の山麓から標高800ｍ前後の範囲には、スギ

やヒノキの人工林が広がり、それらの多くは戦後に植林されたものです。これらの人工

林では、木材価格の低迷や林業を取り巻く社会・経済環境の変化により、山林の手入れ

が行き届いていないものが見られます。 

○ 鳥獣保護区･猟区 

丹沢山地の主稜線部を中心に約20,000ha の鳥獣保護区が指定され、狩猟禁止などを

通じた鳥獣の保護が行われています。一方、周辺部には市町村が管理運営する猟区が設

定されています。 

○ 自然災害の復旧 

1923（大正12）年９月に発生した関東大震災によって、丹沢山地の全域で山腹斜面の

表層土が樹木とともに崩れ落ち、多数の崩壊地が形成されました。また、その直後の台

風に伴う降雨やその後の豪雨でも崩壊発生と土砂流出が続き、著しい崩壊が見られまし

た（図３）。その後、崩壊地に森林を回復するための治山事業が取り組まれ、現在多く

の斜面は緑が回復しています（図４）。しかし、崩れやすい地質のため、森林が回復せ

ず土砂流出が継続している崩壊地も残っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           図４ 現在の状況（大山山頂付近より） 

図３ 昭和 20 年代後半の斜面崩壊状況（大山山頂より） 

富士山 

三ノ塔 

塔ノ岳 丹沢山 
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丹沢大山自然再生計画 用語集 

 

あ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

ＮｂＳ（エヌビーエス） 

自然を活用した解決策（NbS：Nature-based 

Solutions）のことで、健全な自然生態系が有

する水源涵養や生物多様性保全などの機能を

活かして、防災・減災や地域経済の活性化な

どの社会課題の解決を図るという比較的新し

い概念です。「生物多様性国家戦略 2023-

2030」でも目標達成に向けた基本戦略の１つ

として位置づけられています。NbSには、社

会課題の解決において、自然環境が有する多

様な機能を活用する「グリーンインフラに関

する取組」、「生態系を活用した防災・減災

（Eco-DRR）」などが含まれます。 

 

オゾン 

窒素酸化物や炭化水素等の大気中の汚染物

質が太陽光に照射されて光化学反応を起こし、

二次的に生成される酸化性物質（オキシダント）

の一種。 

 

オーバーユース 

登山者が山岳地の環境に及ぼす影響。オーバ

ーユース（過剰利用）とは、その山の自然環境

や利用者の体験に、回復不能な影響を生じさせ

るほど利用者の数が多すぎることを指します。 

 

か＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

外来種 

自然分布域外に導入された種、亜種、それ以

下の分類群であり、生存し、繁殖することがで

きるあらゆる器官、配偶子、種子、卵、無性的

繁殖子を含みます。導入年代のはっきりしない

ものについては、おおむね明治時代以降に導入

されたと推定されるものを対象としています。 

 

カシノナガキクイムシ 

ナガキクイムシ科の一種で、体長約 5mmの

黒褐色の甲虫です。落葉ナラ類や常緑カシ

類、スダジイなどのブナ科樹木に穿入しま

す。 

 

神奈川地域森林計画 

地域森林計画は、森林法第５条の規定に基づ

き、全国森林計画に即して、知事が民有林（私

有林及び公有林）の森林整備等の目標について、

森林計画区別に５年ごとに立てる 10 年を１

期とする計画です。 

神奈川県では、全県を１区とする神奈川計

画区内の民有林について「神奈川地域森林計

画」を策定しており、現行計画の期間は 2023

（令和５）年４月１日から 2033（令和 15）年

３月 31日までとなっています。 

 

神奈川県自然環境保全センター 

神奈川県環境農政局緑政部に属する行政機

関で、丹沢大山自然再生計画の総合的な推進を

図るとともに、緑関連施策の効果的な展開や森

林などの自然環境の保全再生に関する事業を

実施しています。 

2000 （平成 12）年４月に、自然保護センタ

ー、箱根自然公園管理事務所、丹沢大山自然公

園管理事務所、森林研究所、県有林事務所を統

合して設立されました。 

 

かながわ里地里山保全等促進指針 

「里地里山の多面的機能の発揮と次世代へ

の継承を図る」ことを目的として制定された

「神奈川県里地里山の保全、再生及び活用の促

進に関する条例」（平成 19 年神奈川県条例第

61 号。2008（平成 20）年４月１日施行）の第

７条の規定に基づき、里地里山の保全等の促進

に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図

るために、2009（平成 21）年３月に定められた
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指針です。2025（令和７）年 3月に社会情勢の

変化を踏まえて改定しました。 

 

かながわ水源環境保全・再生施策大綱 

神奈川県が、2005（平成 17）年 11 月に策定

した施策大綱。将来にわたり県民が必要とする

良質な水の安定的確保を目指すため、県外上流

域を含めたダム上流域を中心に、河川水及び地

下水の取水地点の集水域全体（水源保全地域）

で、森林、河川、地下水の保全・再生や水源環

境の負担軽減など、総合的な施策を推進するこ

ととしています。 

なお、「かながわ水源環境保全・再生施策大

綱」の計画期間が 2026（令和８）年度末で終了

することから、これまでの取組により回復した

水源環境を維持し、公益的機能を持続的に発揮

させるため、2027（令和９）年度以降の新たな

計画となる、「かながわ水源環境保全・再生基

本計画」を 2026（令和８）年 1 月に策定しま

した。 

 

かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画 

神奈川県が、「かながわ水源環境保全・再生

の施策大綱」に基づき、水源環境保全・再生の

取組を効果的かつ着実に推進するために策定

した実行５か年計画。５年間に充実・強化して

取り組む特別の対策について明らかにしてい

ます。第１期（2007～2011年度）、第２期（2012

～2016 年度）、第３期（2017～2021 年度）に

引き続き第４期計画が 2022（令和４）年度から

実施されています。 

なお、「かながわ水源環境保全・再生施策大

綱」の計画期間が 2026（令和８）年度末で終了

することから、これまでの取組により回復した

水源環境を維持し、公益的機能を持続的に発揮

させるため、2027（令和９）年度以降の新たな

計画となる、「第Ⅰ期かながわ水源環境保全・

再生実行 5か年計画（2027-2031）」を 2026（令

和８）年 1月に策定しました。 

 

かながわ生物多様性計画 

 生物多様性基本法に基づき、本県の区域内に

おける生物多様性の保全及び持続可能な利用

に関する基本的な計画（生物多様性地域戦略）

として、2016（平成 28）年３月に策定しました。

その後、生物多様性国家戦略 2023-2030の策定

などの動向を踏まえ 2024（令和６）年 3月に、

かながわ生物多様性計画 2024-2030 として改

定しました。 

 

かながわパークレンジャー 

 丹沢大山国定公園、県立丹沢大山自然公

園、県立陣馬相模湖自然公園及び東海自然歩

道の自然環境の大切さについて県民と協働し

た諸活動を通じて普及啓発するとともに、自

然環境の保全と自然公園等の適正な利用を促

進することを目的として、2007（平成 19）年

９月から自然環境保全センターに配置してい

る職員。 

 

環境学習・教育 

 環境や環境問題に対する興味・関心を高め、

必要な知識を与えるために行われる教育活動

のこと。学校教育以外でも様々な活動が行われ

ています。 

 

環境配慮型山岳公衆トイレ 

 水洗トイレの建設やし尿処理に必要な輸送

手段・電気・水の確保が難しい山岳地に対応す

る、環境負荷の少ないし尿処理方式を備えた公

衆トイレ。多くの方式が検討されています。 

 

環境要素 

 大気環境、水環境、土壌環境、植物・動物・

生態系、人との関わり方など様々な環境に関連

する要素のこと。 

 

気候変動 
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 さまざまな要因により、気候が短期的に変動

することです。その要因として、温室効果ガス

（二酸化炭素等）の排出によるものや森林伐採

などの土地利用の変化、大気汚染物質（硫酸塩

エアロゾルや黒色炭素など）の排出などがあり

ます。 

 

希少種 

もともと個体数が少ない種や何らかの要因

により個体数が少なくなった種をいいます。ま

た絶滅危惧種や減少種等を含めることもあり

ます。 

 

（林冠）ギャップ 

森林の最上層の枝葉の集まりである葉群層

（林冠）に形成された欠如部のこと。林冠ギ

ャップは上層を占める樹木の枯死や幹折れ、

根返りにより形成されます。ギャップでは待

機していた樹木稚樹や新たに芽生えた稚樹が

成長したり、周囲の樹木の枝葉が成長したり

して、林冠が修復されます。国内の自然林で

のギャップの広さは概ね 400㎡以内に収ま

り、最大でも 800㎡未満です。 

 

協働事業 

 企業や団体、行政など複数の主体が、目標を

共有し、ともに力を合わせて行う事業を指しま

す。 

 

渓畔林 

河川上流の渓流の狭い谷底及び隣接する谷

壁斜面に成立する森林群集。水域と相互に影響

し合いながら成立しています。 

水域から陸域への連続性があり、さらに源流

部から下流へ連続する河川周辺の森林のうち、

上流の狭い谷底や斜面にあるものを「渓畔林」、

下流の氾濫原（洪水時に氾濫水に覆われる土地）

にあるものを「河畔林」といいます。渓畔林に

はサワグルミ、フサザクラなどが生育します。 

 

（森林の）公益的機能 

森林には多様な機能があります。例えば、渇

水や洪水を緩和し良質な水を育む水源かん養

機能、山地災害の防止機能、気象緩和や騒音防

止など生活環境保全機能、レクリエーションの

場の提供、教育の場の提供などの保健文化機能、

多くの生物の生息・生育の場となる生物多様性

保全機能、木材や山菜などを産出する物質生産

機能です。これらのうち物質生産機能を除いた

ものが森林の公益的機能です。 

 

荒廃人工林 

人工林において間伐などが行き届かず、過密

となって森林の様相が壊れたもの。 

 

国定公園 

国立公園に準ずる自然の風景地を保護し、自

然とのふれあいを増進するため、国が指定する

自然公園。自然環境を改変する各種の行為が要

許可行為として規制されており、また、自然と

のふれあいの場として、各種の利用施設を整備

しています。 

丹沢大山地域は、その中心部が 1965 （昭和

40）年に国定公園に指定されています。 

 

さ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

採食圧 

 シカ等の採食行動により、植生が退行するこ

となど、森林や草地に与える影響力（プレッシ

ャー）のこと。 

 

砂防 

 降雨や地震などに伴う土石流やがけ崩れ、

地すべり等の土砂災害を防止・軽減するため

の対策のことです。砂防事業は国土交通省が

所管するものです。 
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シカ管理 

 第二種特定鳥獣管理計画の目標を達成する

ための施策として、個体数管理、生息環境管理、

被害防除対策などの多岐にわたる事業を多様

な事業主体との連携や協力を図りつつ総合的・

体系的に実施すること。 

 

（森林の）資源循環 

木材を利用するために、人工林を伐採した後

に再び植えて育成していくことです。 

 

自然公園 

自然公園法に基づく地域制の公園で、国立公

園、国定公園、都道府県立自然公園の３種類が

あります。国立公園は日本を代表する自然の風

景地であり、国が指定します。都道府県立自然

公園は都道府県を代表する自然の風景地で、都

道府県が指定する公園です。 

→国定公園を参照 

 

（神奈川県）自然公園指導員 

富士箱根伊豆国立公園（箱根地域）、丹沢大

山国定公園、県立丹沢大山自然公園、県立真鶴

半島自然公園、県立奥湯河原自然公園及び県立

陣馬相模湖自然公園の風致景観の保護及び適

正な利用について、利用者への指導普及活動を

行う指導員として、神奈川県知事が委嘱してい

るボランティア。定員は 180名だが、活動地域

の実情を勘案し、必要と認められるときは、定

員を超えて委嘱することができることとして

います。 

 

市民科学者 

研究を職業とする者（職業研究者）だけが科

学者なのではなく、市民の中には職業としなく

ても職業研究者に勝るとも劣らない専門性を

もつ人や、職業研究者のボランティアとして科

学的なデータ収集に貢献している人が大勢い

ます。こうした人々を、本計画では市民科学者

としました。 

 

順応的管理（PDCAサイクル） 

 事業の実施結果をモニタリングし、その結

果に基づき計画や事業内容の評価、検証、見

直しを行う管理の進め方。計画の策定

（Plan）、計画の実行（Do）、結果の検証

（Check）、計画の見直し（Action）の頭文字

をとって PDCAサイクルと呼ばれています。 

 

植生保護柵 

森林や草原などを動物や人が入れないよう

に柵で囲み、採食や踏みつけによる植物の衰退

を防止して自然植生の回復を図るために設置

する柵。丹沢大山では、シカの採食によって植

物の減少や種類の変化が生じていることから、

丹沢大山自然再生計画に基づく事業の一環と

して、主稜線部のブナ林域を中心に植生保護柵

を設置しています。 

柵の構造は、シカによる農林業被害を防止す

るための柵とほぼ同じで、高さ 1.8ｍ、一辺 40

ｍの方形を標準としていますが、現地の地形や

樹木の配置などに合わせて設置するため、形や

大きさは様々です。 

 

水源かん養機能 

森林の土壌が降水を貯留し、河川へ流れ込む

水の量を平準化して洪水を緩和するとともに、

川の流量を安定させる機能のこと。同時に、森

林土壌を通過する雨水の水質を浄化する機能

のこと。 

 

水土（保全機能） 

 森林は、木材を生産するだけでなく、①洪水

や渇水を緩和する機能、②土砂の流出や斜面の

崩壊を防ぐ機能、③清浄な水を供給する機能、

④ＣＯ２を吸収し、固定する機能、⑤動植物の

生息の場を提供する機能など、多種多様な機能

を発揮しています。このうち、①②③をまとめ
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て水土保全機能と呼んでいます。 

 

水分ストレス 

水分の欠乏、水不足が植物の成長や生理機能、

栄養状態に与える（悪）影響を指します。 

 

生態系 

自然界に存在するすべての種は、各々が独立

して存在しているのではなく、食うもの食われ

るものとして食物連鎖など、相互に影響しあっ

て自然界のバランスを維持しています。これら

の生物に加えて、それに影響している気象、土

壌、地形などの環境も含めて生態系と呼びます。 

互いに関連を持ちながら安定が保たれてい

る生物界のバランスは、ひとつが乱れるとその

影響が全体に及ぶだけなく、場合によっては回

復不能なほどの打撃を受けることもあります。 

 

生物多様性 

 生物の遺伝子、種、生態系の多様さをいいま

す。同じ環境の下では、多様な生物が生息する

ほど生態系は健全であると考えられ、希少な種

や利用価値のある種を保護するだけではなく、

多様な生物が生息する環境そのものを保全す

ることが重要であると考えられています。 

 

た＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

対照流域法 

 地形、植生、気象条件等が類似した二つの流

域で、一方に森林施業などの対策を施しながら、

流域ごとの流出量等を測定し、それぞれのデー

タの経年変化を比較・解析する調査方法。 

 

丹沢大山自然再生推進本部 

 丹沢大山の自然環境問題の解決を目指した

丹沢大山総合調査の調査結果に基づく政策提

言を受け、丹沢大山の自然環境の保全・再生対

策を総合的かつ効果的に推進することを目的

として設置された神奈川県庁内の会議。 

副知事を本部長とし、政策局長、文化スポー

ツ観光局長、環境農政局長、県土整備局長、企

業局長、県央・湘南・県西の地域県政総合セン

ター所長から構成されます。 

 

丹沢大山ボランティアネットワーク 

丹沢大山で自然環境にかかわる活動を実践

しているボランティア団体の自主的な連携を

図り、かつ行政とのパートナーシップのもとで

丹沢大山の自然環境の保全に係る活動の推進

を図ることを目的としたネットワーク組織。 

2021（令和３）年度末現在 27団体が参加し、

各種の保全活動や調査、広報活動などを行って

おり、丹沢大山総合調査でも実行委員会の公募

型事業として、丹沢大山の水質調査を実施して

います。 

 

治山 

森林法と地すべり等防止法に基づいて、斜

面の崩壊地やはげ山、荒廃地を復旧させるた

めに山地などの保安林内で行われる対策工事

です。治山事業は、「保安林」が持っている

様々な機能を高度に発揮させることを目的と

した事業のことで、農林水産省林野庁が所管

するものです。 

 

鳥獣保護区 

鳥獣の保護繁殖を図ることを目的として、

「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に

関する法律（鳥獣保護法）」に基づいて環境大

臣又は都道府県知事が指定する区域のこと。 

一般に、環境大臣が指定したものを国指定鳥

獣保護区、都道府県知事が指定したものを県

（都道府）指定鳥獣保護区と呼んでいます。鳥

獣保護区の存続期間は 20 年以内と定められ

ています。鳥獣保護区の区域内では狩猟が禁止

されているほか、多様な鳥獣の生息環境を保全

するために、国又は都道府県が繁殖施設などの
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鳥獣保護施設の設置等を行いますが、地権者に

は鳥獣保護施設が設置されることについての

受認義務が生じます。 

 

特定外来生物 

「外来生物法」の下で生態系や人間生活に悪

影響を及ぼす、あるいは及ぼすおそれがあると

して指定された外来生物のことで、卵、種子、

器官なども含みます。 

輸入、飼育、栽培、保管、運搬、販売、放野、

播種、植栽などが原則禁止されています。 

 

特別保護地区 

自然公園法に基づき、国立公園及び国定公園

の景観を維持するために、特に必要があるとき

に特別地域内で指定された地域。最も規制の厳

しい地域で、植物や落葉落枝、土石の採取など

が禁止されています。 

 

な＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

ナラ枯れ 

カシノナガキクイムシに集中的に穿入され

たミズナラやコナラなどのブナ科樹木は、ナ

ラ菌の作用により、水分などを吸い上げる機

能を失い、急速に葉の色が赤褐色に変色し、

枯死する場合があります。全国的には 1990

（平成２）年前後より日本海側を中心に被害

が目立つようになりました。本県では 2017

（平成 29）年に初めて被害が確認されまし

た。ナラ枯れの被害拡大の要因の一つとし

て、ナラ類やシイ・カシ類の高齢化・大径化

によりカシナガが繁殖しやすい森林環境にな

ったことが考えられています。 

 

西丹沢 

丹沢主脈線を基準に主峰蛭ヶ岳以東は東丹

沢、以西は西丹沢と呼ばれています。また、塔

ノ岳周辺を表丹沢、蛭ヶ岳北側を北丹沢と呼ぶ

こともあります。 

 

二次林 

伐採や風水害、山火事などにより森林が破壊

された跡に、土中に残った種子や植物体の生長

などにより成立した森林。 

溶岩など土壌のない地盤に森林が成立して

いく過程と違って、土壌が存在する場合には、

初めからハンノキ類やマツ類などの陽性の樹

木が成長し、長い年月をかけて、やがて陰性の

樹木に置き換わり安定した森林（極相）となる。

このような遷移を二次遷移と呼び、二次遷移の

途中にある森林を主に二次林と呼びます。 

 

ネイチャーポジティブ（ＮＰ） 

「自然を回復軌道に乗せるため、生物多様

性の損失を止め、反転させる」ことで、「生

物多様性国家戦略 2023-2030」において 2030

（令和 12）年に向け目標とされいます。「自

然再興」と訳されます。 

 「生物多様性国家戦略 2023-2030」ではネ

イチャーポジティブの実現に向け、生態系の

健全性の回復や、自然を活用した社会課題の

解決など５つの基本戦略を掲げています。 

 

は＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

ビジターセンター 

 自然公園内の自然情報を分かりやすく展示・

解説し、来訪者が自然公園を散策する際の出発

点になるための施設。丹沢大山地域には、秦野

ビジターセンターと西丹沢ビジターセンター

の２施設があります。 

  

不嗜好性植物 

草食動物がエサとして忌避する植物。 

主に、アルカロイドなど毒成分が含まれてい

るなど不快な味や匂い成分のある植物や、トゲ

があるなどして草食動物の採食を免れている
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植物を指します。丹沢山地におけるシカの不嗜

好性植物の例には、オオバイケイソウ、マルバ

ダケブキ、フタリシズカ、マツカゼソウなどが

あります。 

 

ブナハバチ 

ハバチ科のヒゲナガハバチ亜科というグル

ープに属す昆虫で、幼虫時代にブナの葉を摂食

します。丹沢での大発生を期に同定したところ、

2000（平成 12）年に新属新種（新しい属に属す

る新しい種）として発表され、 Fagineura 

crenativora と命名されました。 

 

保安林 

 水源の涵養、土砂の崩壊その他の災害の防備、

生活環境の保全・形成等特定の公益目的を達成

するため、農林水産大臣又は都道府県知事によ

って指定される森林です。保安林では、それぞ

れの目的に沿った森林の機能を確保するため、

立木の伐採や土地の形質の変更等が規制され

ます。 

 

ま＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

モニタリング 

 継続的な調査・監視を行うこと。自然環境の

保全を進める上では、科学的なデータが不可欠

で、動植物やその生息環境をはじめとするさま

ざまな自然環境を長期的に監視することによ

り、各生態系の基礎的な環境情報を継続的に収

集して蓄積することが重要になります。蓄積さ

れた情報から、生物種の増減をはじめとする

様々な自然環境の変化の兆候を早期に把握し、

生物多様性の保全のための対策をとることが

できます。 

このような、継続的な実態把握を行い、あら

かじめ設定した目標に対して、目標と実際の状

況（実績）を比較し、基準以上の差異が生じた

場合には適時にアクションをとることを、モニ

タリングといいます。 

 

ら＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

立地（環境） 

 地質、地形、土壌から植生、大気、気象ま

でを含む、ある場所の環境のことをいいま

す。 

 

林床植生 

森林は高木や低木、草本など様々な高さを

もった植物の組み合わせによる多層構造です

が、林床植生はこれらのうち低木以下の階層

を構成する植生をいいます。下層植生と同義

で用いられることがあります。 

 

レッドデータブック 

絶滅のおそれのある野生生物の情報を取り

まとめた本。 

国際自然保護連合（ＩＵＣＮ）が、1966 （昭

和 41）年に初めて発行しました。日本では、

1991 （平成３）年に環境庁（現・環境省）が

『日本の絶滅のおそれのある野生生物』という

タイトルでレッドデータブックを作成し、2000 

（平成 12）年からはその改訂版が、植物や動物

の大きなグループごとに順次発行されていま

す。 

また、ほとんどの都道府県において、都道府

県版のレッドデータブックを作成しており、神

奈川県においても、1995 （平成７）年に神奈

川県立生命の星・地球博物館により「神奈川県

レッドデータ生物調査報告書」が作成され、

2006（平成 18）年には「神奈川県レッドデータ

生物調査報告書 2006」が作成されました。2022

（令和４）年には県庁自然環境保全課と生命の

星・地球博物館により「神奈川県レッドデータ

ブック 2022 植物編」が作成され、2026（令和

８）年には「神奈川県レッドリスト昆虫類・ク

モ類」が公表されました。 
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わ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

ワイルドライフレンジャー 

 野生動物保護管理に関する専門的知識・経

験を有する専門家で、かつ、シカ管理捕獲に

専従的に携わるハンターのこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


